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顧客接点を重視した市場志向研究

顧客接点の従業員および組織外部の視点を取り入れた市場志向研究の現状

伊 藤 友 章

は じ め に

組織あるいは事業単位の市場志向の度合い

と業績との関係については，90年代以降，

今日にいたるまで，実に数多くの研究がおこ

なわれてきた（Kohli＝Jaworski, 1990；

Jaworski＝Kohli, 1993；Narver＝Slater,

1990；Slater＝Narver, 1994；Deshpande＝

Farhey＝Webster,1993；Rukert,1992）。そ

こでは，市場志向の度合いが高い組織は業績

が高いことを支持する実証結果が数多く提示

されている一方で，両者の間には必ずしも有

意な関係がみられないとする結果もいくつか

報告されている（Greenley, 1995；Harris,

2001；Noble＝Sinha＝Kumar, 2002；

Hult＝Ketalhen＝Slater,2005）。

このような結果が生じるのには，さまざま

な理由が考えられる。市場志向の測定方法な

どの研究方法に問題があるのかもしれない

（Harris, 2002）し，市場志向が業績に影響

を与える程度は市場環境の状況や学習組織の

特性を有する程度など，ある特定の条件に

よって左右されるのかもしれない（Green-

ley, 1995；Harris, 2001；Kumar＝Su-

bramanian＝Yauger, 1998；Baker＝Shin-

kula, 1999）。あるいは市場志向であること

は，イノベーションの阻害などを通じて，業

績にマイナスの影響を与える可能性もあるの

かもしれない（Christensen＝Bower,1996）。

なににせよ，実際にこれまでの市場志向研究

で採用されてきた研究方法で測定してみると

市場志向の度合いは高いのだけれども業績が

上がらない組織が少なからず存在しているこ

とが考えられる。

市場志向が高いことが高い業績に結びつい

ていない理由の１つには，Jaworskiたちや

Narverたちに代表される90年代以降の市

場志向研究では実際に顧客と接している従業

員（customer contact  employee, Hart-

line＝Ferrell, 1996）個人レベルの行動や彼

らの組織に対する市場志向の評価，あるいそ

の従業員と接している買い手側の顧客や取引

業者の市場志向の評価（首藤，2009）を取り

込むことが不十分であることが考えられる。

そのため，経営者層の視点とこうした顧客と

接触する場（顧客接点）にいる人々の視点と

の間に市場あるいは自社（自社事業）の市場

対応の戦略に対する認識にかい離があるよう

な組織，たとえば，上級管理者層がわが社は

顧客ニーズへの対処が迅速だと思っていても

現場レベルではわが社は顧客対応が遅すぎる

と感じているような組織，上級管理者層が我

が社は市場の変化を迅速にフィードバックさ

せる生産・販売の仕組みを作っていると思っ

ていても，現場レベルでは在庫減らしのため

に商品を売りさばくことに必死な状況になっ

ているような組織 であっても，市場志向の

度合いが高いと判断してしまうことになる。

そのために，結果として市場志向度合いが高

いのに，財務業績あるいは顧客満足度などの
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顧客反応で測定した業績が必ずしも高い成果

をあげていないようなことになってくること

があるのではないかと考えるのである。

このような問題意識のもとに，本稿では，

これまでの市場志向研究において顧客と接し

ている従業員，あるいは顧客，供給業者など

の組織外部の視点を重視した研究を幅広くレ

ビューする。さらに，レビューの成果を踏ま

え，既存研究の成果と問題点を整理し，その

うえで，将来の市場志向の研究の方向性を考

察することにする。

１．問題の整理

一言で，JaworskiたちやNarverたちら

の市場志向研究に，顧客接点レベルの視点が

欠けているといっても，そこでは複数の問題

を含んでいる。本稿では，これを市場志向の

分析レベルの偏りの問題（組織あるいは事業

単位レベルへの偏りと顧客と接している従業

員個人レベルの分析の不足）と市場志向の評

価者の偏りの問題（上級管理者への偏り），

さらに，後者については，組織内外の多様な

視点からの評価の不足という問題と回答者の

数（シングル・インフォマントに依存した場

合のバイアス）の問題というふうに整理をし

ている。

このような問題意識を有した研究は市場志

向の研究においてどれほど存在しているだろ

うか。既存の市場志向の研究の中でも複数の

論者が部分的に本稿と共通した指摘をしてい

る。しかし，その問題の意識は論者間で微妙

な違いがあり，多くの論者が問題意識をほぼ

共有して，多くの実証研究等が行われ，発表

されていくようなまとまりを示しておらず，

さまざまな研究の中に点在しているような状

況である。たとえば，実証分析におけるモデ

ルの中に含まれる数多くの仮説の中の１つと

して，組織レベルの市場志向と個人レベルの

顧客志向との関連を示した仮説がいくつか含

まれているといった形で存在しているのであ

る。上記の問題意識の下に文献レビューをし

ていくと，過去の研究の一部分を寄せ集めて

くるような形になってしまう。

そのために既存の先行的な研究としてあて

はまるものの範疇はあいまいであり，あまり

に問題意識の共通の程度を限定してサーベイ

をすれば，既存の研究はほとんどないという

ことになる。一方，幅広く捉えると，関連す

る文献を数多く拾い上げていくことができる

が，ある程度の枠組みを規定しておかないと

途方もない数になっていくことが考えられる。

こうしたばらつきのある諸研究をまとめあ

げていくには，レビューの仕方および文献整

理の仕方が問題になってくると思われる。本

稿では，小菅（2007）などを参考に下の図表

のような２×３のマトリックスを想定した。

図表１の縦軸は市場志向研究の分析レベル

に関する問題で，組織・事業単位あるいは特

定部署の文化や行動の市場志向度合いを対象

としているのか，組織を構成している個々人

の行動や信念の市場志向度合いを対象にして

いるのかということである。実証研究におけ

る調査表の質問項目における主語が our
 

company（あるいは our business）なのか
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図表1 市場志向研究の類型

評価者 組織内部 組織外部

（顧 客，流

通業者，サ

プ ラ イ

ヤー・・）

上級管理者
層

顧客と接し
ている従業
員

分析レベル

組 織（事
業単位）
レベル

①上級管理
者層が評価
（知 覚）す
る組織の市
場志向

④従業員が
評 価（知
覚）する組
織の市場志
向

⑤顧客等が
評 価（知
覚）する組
織の市場志
向

個人レベ
ル

②上級管理
者 が 評 価
（知 覚）す
る従業員個
人の顧客志
向

③従業員が
自己評価し
た自身の顧
客志向（市
場志向）

⑥顧客等が
評 価（知
覚）する営
業（接客）
担当者の顧
客志向
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Ｉなのかの違いということである。横軸は市

場志向研究における評価主体の問題，誰に組

織の市場志向あるいは個人の顧客志向の度合

いを評価させるのかという問題を含んでいる。

市場志向の程度を組織内部の人に尋ねるのか，

顧客や流通業者，サプライヤーなど組織外部

の人に尋ねるのか，そして組織内部であるな

ら，上級管理者層に市場志向の度合いを聞く

のか ，従業員に聞くのかでわけることがで

きる。

そして，本稿で述べるところの顧客接点で

の視点で市場志向を捉えたのが，図表１で網

掛けがされた③から⑥に該当する象限である。

以下の章では，まず，関連する研究が，各

象限ごとに，どのような概念規定や測定尺度

の開発がなされ，それらと業績との関係はど

のように捉えられてきたのかを整理する。さ

らに組織レベルの市場志向については実証研

究における回答者の数と質の問題をどのよう

に触れて生きたのかについてもとりあげてい

く。次に，JaworskiたちやNarverたちの

研究に代表される上級管理者が評価する組織

レベルの市場志向の度合い（図表１の①に該

当）と③から⑥までの各象限との関係，ある

いは各象限間の関係についてどのように捉え

られてきたのかをまとめている。

⑴ 従業員が自己評価する個人レベルの市場

（顧客）志向

組織のセールス・パーソンをはじめとする

従業員個人を分析レベルとした市場志向研究

（図表１の③に該当）については，図表１の

中でももっとも先行研究の多い領域である。

それは図表２のように，２つの軸から４つに

分けることができる。ここではこの図表に

そって検討していこう。

① セールス・パーソンの顧客志向的な行動

に注目した研究（SOCOスケールの開

発）

図表２の中でも，もっともこれまでの研究

が多いのが，80年代前半よりセールス・マ

ネジメント研究の中ですでに展開されていた

顧客志向的な販売活動に関する研究である。

これらはセールス・パーソン個人に自らの

日々の職務の仕方における顧客志向の程度を

評価させ，それらと業績，顧客満足，サービ

ス品質などとの関係を把握しようとするもの

である。この分野で先駆的かつ後の研究に大

きな影響を与えているのが Saxe＝Weitz

（1982）の1982年の論文で，彼らはそこで

セールス・パーソンの顧客志向的な販売行動

を測定する尺度として SOCO（Sales Orien-

tation Customer Orientation）という尺度

を開発した。これは，市場志向研究において

開発されたMARKOR（Kohli＝Jaworski＝

Kumar, 1993）やMKTOR（Narver, et al.

1990）に匹敵する有名な尺度といえよう。彼

らの述べる顧客志向の販売とは，セールス・

パーソンが，顧客が自身のニーズを充足させ

るような購買意思決定を行うことを支援しよ

うとこころみることであり，セールス・パー

ソンがマーケティング・コンセプトを実践す

る程度に言及しているとされる。彼らは，

顧客接点を重視した市場志向研究(伊藤)

図表2 個人レベルの市場（顧客）志向に関する研
究

従業員の
態度（信念)

従業員の行動

顧客志向的な
セールス活動
（市場志向研究
とは別個に進
展）

セール ス パー
ソンの感情的
顧客評価

Stock＝Hoyer
（2005）

SOCO
 

Saxe＝Weitz
（1982）
他多数

個人レベルの
市場志向
（市場志向研究
の代替・補完
的なアプロー
チ）

C u s t o m e r
 

Mind-set
(Kennedy, et

 
al.2002)

I-MARKOR
(S c h l o s s e r,
2005; Schlos

 
s  e  r ＝

McNaughton,
2006)

-
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「非常に顧客志向の高いセールス・パーソン

は長期的な顧客満足の増加を狙った行動に努

めている。加えて，彼らは顧客不満足を導く

ような行動を回避する。そして顧客志向の高

いセールス・パーソンは短期的な売上の確率

を高めるために顧客に利益を犠牲にするよう

な行動を回避しようとする（p.344））」とし

ている。マーケティング・コンセプトの実践

に加えて，彼らの述べるところの顧客志向的

な販売とは，顧客の抱えている問題を解決し

ようとする問題解決型のセールスという側面

も含まれている。問題解決型のセールス・ス

タイルは，すでにこの時点でセールス・マネ

ジメント研究に組み込まれていた。

SOCOスケールは，文献レビューと25人

のセールス・パーソン と セールス・マ ネ

ジャーとのインタビューから引き出された

24のアイテムからなり，セールス・パーソ

ンが顧客に対する行動の仕方を記した項目か

らなっている。

Thomas＝Souter＝Ryan（2001）は，こ

の尺度の特徴として，「１．顧客が満足する

購買意思決定をするように支援しようとする

ことを求めること，２．顧客が自身のニーズ

を評価することを支援すること，３．顧客

ニーズを充足させる製品を提供すること，４．

製品あるいはサービスを適切に説明すること．

５．詐欺的でごまかし的な戦術を避けること，

６．高圧的な販売を避けること」の６つをあ

げている。

Saxe＝Weitz（1982）は，SOCOスケー

ルについて，項目内容の適切さ，内容的妥当

性，弁別妥当性，内的妥当性，収斂妥当性，

法則的妥当性を有するものであることも検証

している。その後，彼らの提示した測定尺度

は，多くの研究者によって取り上げられ，組

織レベルの市場志向研究と同様に，さまざま

な修正がほどこされて今日に至っている

（Michaels＝Day, 1985；Tadepalli, 1995；

Thomas, et al. 2001）。そこでは，質問内容

の表現を変えたり，項目数を集約したりと

いったさまざまな修正が加えられているが，

基本概念そのものに対する論議はほとんどな

されていない。また対象領域も当初は，産業

財など法人向けの営業が主な対象になってい

たが，小売業をはじめとするサービス業にお

けるセールス・パーソンの顧客志向の程度を

測定することにも用いられている（Brown＝

Mowen＝Donavan＝Licata, 2002）。サービ

ス業では，顧客との接触活動が顧客の反応を

引き出すのに非常に大きな役割を果たすこと

になることは，サービス品質に関する研究

（Parashraman＝Zeithaml＝Berry, 1985）

やサービス・エンカウンターに関する研究

（Bitner＝Booms＝Tetreault, 1990）からも

明らかである。

セールス・パーソンの顧客志向がもたらす

成果は，セールスマン自身のパフォーマンス

の向上としてあらわれる。セールスマン自身

の成果は，販売量や売上高のような客観的な

数字よりは，自己評価によって測定されるこ

と が 多 い（Bole＝Babin＝Brashear＝

Brooks, 2001）。たとえば，達成販売数量，

顧客関係の点からみたパフォーマンスの質，

時間，計画の管理，経費管理に関するパ

フォーマンスの質，製品知識，競合の製品知

識，顧客ニーズの知識に関するパフォーマン

スの質などを企業の中で良い―悪いの５点尺

度で測定するといったものである（Cross＝

Brashear＝Rigdon＝Bellenger,2007）。自己

評価の信頼性は確かに問題になるが，過去の

結果からはマネジャーの評価とかなり一貫し

ていることが明らかになっている。また小

売・サービス業を対象にした研究は，さまざ

まな製品がさまざまな価格で販売されている

ので，販売量や販売による収入から成果を測

定するのは難しいし，店舗ごとの比較ができ

ないのである。完全ではないけれども，自己

申告型の測定尺度は小売企業間での比較が容

易であるという点でメリットがある（Boles,

― ―54

経営論集（北海学園大学）第７巻第２号

★
字
取
り
有
り
★



et al.2001,p.6）。

このようなセールス・パーソン個人の業績

にプラスの影響を与えることはすでに多くの

論者によって明らかにされてきた。しかし，

顧客志向的なセールスが組織全体にどのよう

なプラスの影響を与えているのかは不明であ

る。これについては，顧客との関係性の強化

についても個人レベルの顧客志向が貢献して

いる（Dunrap＝Duston＝Chambers, 1994）

ことを明らかにすることで，組織の業績にも

ポジティブな影響を与えているものと捉えて

いることが多い。前述したように，SOCO

スケールで測定されるセールス・パーソンの

顧客志向的な行動とは，顧客ニーズの充足を

促進させる製品・サービスをつくりだせるよ

うにあらゆる取引当事者間でのコンサルティ

ング的で，双方向的で，協業的な対話を強調

している。顧客志向行動をすることで顧客満

足を高める組織間活動が進み，関係性が進展

し，管理することが出来るのである。

Williams＝Attray（1996）は，組織レベ

ルでの顧客志向の研究も，個人レベルの顧客

志向の研究に並行しているとしている。それ

らの研究が示すことは，個々の販売担当者は，

顧客との関係性を確立し，維持する際に顧客

志向のアプローチを用いることで組織の業績

に高い成果をもたらすであろうということで

あるとしている。だが，実際に彼らが関係性

の程度を測るのに顧客に対して質問している

項目は，「セールスマンを尊敬している」「そ

のセールスマンと一緒に仕事をしていきたい

と考えている」といったような，組織ではな

くセールスマン個人を顧客が評価するような

項目になっている。

② 個人の顧客志向的な態度に注目した研究

SOCOはセールス・パーソンの行動を対

象にしているが，セールス・パーソンの顧客

への態度で顧客志向の度合いを把握し，顧客

志向的な態度が高い程，顧客の満足度が高く

なることを実証した研究も出てきている

（Stock＝Hoyer, 2005）。Stock＝Hoyer

（2005）は，行動だけでなく態度を重視する

理由として，「態度は，行動に比べて安定的

であり，環境によって影響を受ける程度も行

動と比較すると低い。それゆえに，顧客志向

的な態度を有しているセールス・パーソンは

長期にわたって顧客志向的な行動を維持しつ

づけることが期待できる（p.537）」としてい

る。一方，行動面のみで顧客志向の度合いを

測定しても，それは長期にわたって安定的に

そのセールス・パーソンにみられるとは限ら

ないということになる。彼らは，実証分析の

なかで顧客志向的な態度と顧客志向的な行動

とは弁別妥当性が見られることを確認し，両

者が別の概念であることを主張している。も

ちろん，顧客志向は行動を示さなければ顧客

に影響を与えることはない。彼らのモデルで

は，顧客志向的な行動は，顧客志向的な態度

と顧客満足との関係を媒介する変数として位

置づけられ，各概念間のポジティブな関係を

実証している。

態度の概念は，認知的成分，感情的成分，

行動的成分といったように，多次元的な概念

として捉えられることもあるが，彼らは，シ

ンプルな一次元的尺度として捉え，顧客志向

的態度を，セールス・パーソンの顧客への好

感あるいは反感の程度に言及しているものと

して捉えている。具体的には，「私は自身が

顧客志向だと思う」，「顧客とのインタラク

ションはこの企業での私の個人的成長に貢献

していると思う」「私は顧客と接することを

楽しんでいる」，「顧客志向は私の個人的な目

標の１つである」，「顧客志向は私の仕事にお

いて非常に重要である」，「私は常に顧客に

とっての最良の利益を心にとめている」と

いった項目から構成される 。ここでは，そ

の根底に，顧客に対するセールス・パーソン

の態度は顧客に対する説得にポジティブな影

響を与えるという考え方が存在している。顧
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客に対して好意的な感情を抱いているセール

ス・パーソンの方が，そうではないセール

ス・パーソンよりも，顧客の説得に成功する

可能性が高いのである。

③ 個人の市場志向的な信念に注目した研究

前述した SOCOスケールの諸研究は，研

究の系譜からしても，今日の市場志向の研究

とは異なる流れを形成してきたものである

（小菅，2007）。実際に，SOCOスケールを

みてみると，同じマーケティング・コンセプ

トの実践を問題にしているにもかかわらず，

市場志向の尺度とは相当に異なるものとなっ

ている。

それに対して，図表２の下の象限に位置す

る諸研究は，90年代以降に展開された市場

志向研究における市場志向の考え方にそった

行動を組織の従業員がしているかどうかをし

めすもので，いわば，MARKORやMKTOR

の個人版ともいえるものである。本稿の趣旨

からすればこちらのタイプの研究の方が興味

深いのであるけれども，前述した SOCOス

ケールに比較すると，既存の研究は非常に少

ないのが実状である。

このタイプの研究に該当するものの１つが

CMS（Customer Mind Set）という尺度を

開 発 し た Kennedy＝Lassk＝Goolsby

（2002）の研究である。彼らは「顧客志向が

しみこんだ組織文化は今日の市場での成功に

とって重要であるけれども，経営者も研究者

も，そのような文化が組織の中に浸透してい

る程度を，個人が抱いている顧客志向的な信

念によって証明されるようなかたちで記述す

る能力に欠けている（p.159）」として，個人

を分析単位とした顧客志向の測定を探求して

いる。彼らの尺度は，セールス・パーソンだ

けでなく広く顧客と接触のない従業員をも対

象にしている点，各人の仕事のアウトプット

を受ける他の従業員をはじめとする内部顧客

に対する接し方も問題にする点（Exernal

 

Customer Mind-setと Internal Customer
 

Mind-Setの２つの要素からなっている），

SOCOがセールス・パーソンの行動に注目

しているのに対して，行動の根底にある信念

を対象にしているという点に特徴がある。さ

らに重要なこととして，SOCOが，セール

ス・パーソンの顧客志向およびセールス・

パーソン個人の成果を問題にしており，組織

全体の市場志向の程度はそれほど問題にして

いないのに対して，CMSは，個々の従業員

の市場志向の程度を測定することで，組織の

市場志向の程度をより正確に測定できるもの

として捉えている。

Kennedy, et al.（2002）は，CMSの意図

について「CMSは顧客志向が組織の隅々に

わたって採用されている度合いを業務レベル

で分析することを可能にさせる（pp.162）」

としており，むしろ図表１の①の組織レベル

の市場志向の研究を代替・補完するものとし

て捉えている。さらに，彼らは，以下のよう

に，個々の従業員レベルの集計から，その部

門や組織の顧客志向の程度を明らかにしよう

という意図があることを記している。

「市場志向に関するこれまでの研究では，

組織を適切な分析単位として捉えていた。そ

れによって，シニア・エグゼクティブが組織

の現状を評価し，研究者が組織レベルの構成

概念間のダイナミクスを探索することを可能

にしていたのである。CMSは集計モデルと

してみられる。個人のスコアが部門レベルあ

るいはユニットレベルのスコアをうみ，それ

が事業レベル（事業単位レベル）のスコアに

束ねられ，さらにそのスコアは企業規模のス

コアに束ねられる。実際にスコアをより高い

レベルに集計をしていくことは社会心理学や

組織心理学にそのしっかりした基礎がある。

そのような測定方法は，顧客志向が組織に浸

透している程度を表す可能性があるであろう

し，それによってより経営上有益な観察を導

き，現在の市場志向の研究ではみられない理
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論的洞察を導くであろう（p.161）」。

その上で彼らは，①組織における従業員の

CMSは外部の顧客満足や組織の財務業績に

正の関連がある，②組織における個々のワー

クユニットの CMSはワークユニットのパ

フォーマンスと内部顧客の満足にポジティブ

な関連がある，③ CMSは従業員の生産性や

離職率にもプラスの影響を与えている，とい

う３つの仮説をたてている。残念ながら，そ

の後，これらの仮説の検証は，本稿での文献

サーベイの限りでは，確認されていない。

ま た Hartline＝Maxham ＝McKee,

（2000）では，従業員と企業との間で共有さ

れた顧客志向的な価値観という概念を提示し，

それに影響を与えている要因をいくつか提示

している。これもまた個人レベルでの顧客志

向の認識に注目している点で，この象限の範

疇に入るといえるものである。そこではホテ

ル業で顧客と接している従業員，具体的には

フロントデスク，食事サービス，ハウスキー

ピング，ベルスタッフなどから５名が選ばれ，

彼らが組織の顧客志向的な価値観を共有して

いる程度を回答させ，データユニットを形成

している。しかし，その従業員５名が回答し，

集計した顧客志向的な価値観の共有程度が，

その組織の業績にどのような影響を与えてい

るのかは検討されていない。

④ 個人の市場志向的な行動に注目した研究

Kennedy,et al.（2002）が従業員個人の市

場志向的な信念に注目しているのに対して，

個人の行動的な側面に注目しているのが，

Schlosser（2005），Schlosser＝McNaught-

on（2007）である。彼らはMARKORを

ベースに組織内の個々人が市場志向的な行動

をしているのかどうかを測定する尺度を開発

している。さらに，従業員個人と組織との心

理的契約の履行の程度と心理的契約の質が，

個々の従業員が市場志向的行動を義務として

考えるかどうかに影響を与えることを明らか

にしている。心理的契約とは，「当該個人と

他者との間の互恵的な交換について合意され

た項目や状態に関する個人の信念」（Rous-

seau, 1989, p.123）とされる。心理的契約と

は，たとえば雇用においても，すべき職務に

関する記述を完全に文章化したうえで契約を

成立させることは困難であることを前提にし

た概念で，文章化されていないが，当事者が

なすべき事柄として知覚している部分に言及

している。Schlosser（2005）によると，市

場志向はある意味余分な役割行動ともいえる

という。市場志向は，積極的に市場情報を収

集し，それを組織内の関連部門に伝搬させ，

その情報に対するリアクションを促進させる

ことで組織の期待を越えようとする従業員の

存在をしめしている。それゆえに市場志向的

な行動をするということも，それが雇用の契

約の中で文章化された上で上級管理者と従業

員が互いに順守すべき事柄というよりは，心

理的契約の範疇に入ることが多いことが考え

られる。

彼女らの尺度では，市場志向は，市場志向

的な行動をする義務感を測定する側面と実際

の市場志向的な行動を測定する側面の２つか

らなる。そして，市場志向的な行動を義務と

感じている従業員は市場志向的な行動をする

ことを義務と感じていない従業員よりも実際

の市場志向的な行動を示すこと，従業員の心

理的契約の履行と質が高ければ高いほど，従

業員は市場志向的な行動を履行しようとする

ことなどを，金融業を対象とした実証研究で

明らかにしている。そして，Schlosser, et
 

al.（2007）では，行動の部分をI-MARKOR

という呼び方をし，20アイテム，３つの次

元からなる尺度を用い，その信頼性，収斂妥

当性を検証している。そして，従業員―雇用

主間での心理的契約の高い質の一致が市場志

向の行動を導くこと，そして，従業員と雇用

主のどちらかで心理的契約の履行の知覚が低

いと市場志向的な行動にもマイナスの影響が
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およぶことを明らかにしている。心理的契約

の知覚次第で，たとえば，トップ層が市場志

向の重要性を主張しても，個々の従業員レベ

ルではそれが浸透していないような状況が考

えられるのである。

その他，個人レベルの市場志向研究には他

に，Bigne＝Kustar＝Toran（2003）が，産

業財に限定しているが，セールス・パーソン

によるマーケティング・コンセプト実行を問

題 に し て い る。彼 ら は MARKO R や

MKTORといった前述した市場志向研究の

尺度を用いて，産業財セールス・パーソンの

市場志向を測定する尺度をつくっている。

MKTORとMARKORをセールス・パーソ

ン向けに表現をアレンジし，それに市場志向

のビジネス哲学的な側面を含めた尺度を加え

たうえで，最終的には18のアイテムからな

る尺度が開発された。

このように同じ個人レベルの市場（顧客）

志向の研究であっても複数の視角があるので

あるが，現状は図表２の右上の象限である

SOCOをベースにしたセールス・パーソン

の顧客志向的な行動の程度に注目した研究に

偏っているのが現状であるといえよう。特に，

個人レベルで測定された市場志向については，

それらと業績との関係については，個人の業

績にせよ，組織の業績にせよ，あるいは顧客

の反応にせよ，ほとんど明らかにされていな

い。これらの点は，次章で検討する企業の市

場志向とこうした個人レベルの顧客志向との

関係を把握する上でも問題がある。この点は

後半で再び述べることになるであろう。

⑵ 従業員が評価する組織の市場志向

次に，図表１④に該当する研究をみていく。

現在のところ，セールス・パーソン等の顧

客と接している従業員をキー・インフォマン

トとして，上級管理者に代わって彼らに組織

の市場志向度合いを測定させている論者とし

ては Carr＝Lopetze（2007）をあげること

ができる。ここで彼らは，MARKORと

MKTORの結合を試みたMatsuno＝Men-

zer＝Rentz（2005）の EMO（Extended
 

Market Orientation）モデルをベースにし

つつ，それを若干修正し，MKTORの３つ

の要因（顧客志向，競争志向，部門間調整）

を市場志向の文化として，市場志向の行動を

意味するMARKORのうちの情報創出活動

と情報伝搬活動の先行要因として捉え，さら

にその情報創出活動と情報伝搬活動を情報へ

の反応行動を導く先行要因として捉えた新し

いモデルで市場志向を捉えている。これらモ

デルをセールス・パーソンに自社について回

答させ，各要素の関連性に関わる仮説をほぼ

支持する結果を出している。

従業員が評価する組織の市場志向を捉えた

研究のもう一つのケースは，前述した個人レ

ベル顧客志向の研究の中にみられる。そこで

は，個人レベルの顧客志向に影響を与える要

因として組織レベル市場志向が取り上げられ

ているが，この市場志向を測定する際に，従

業員に自社の市場志向の程度を訊ねているも

のがいくつかあるのである。

Singuaw＝Brown＝Widing（1994）は，

Narver,et al.（1990）のMKTORの尺度を

全て用い，従業員の組織の市場志向に対する

知覚を測定し，それらとセールス・パーソン

の顧客志向の程度をはじめとして，さまざま

な職務態度に関わる要因との関係を検討して

いる。検証にあたって，市場志向の尺度の信

頼性が確認されている。回答者が従業員に変

わっても，MKTORの尺度の信頼性は確保

されていることが確認されている。

Bole,et al.（2001）の小売セールス・パー

ソンの顧客志向の研究では，セールス・パー

ソンの顧客志向にポジティブな影響を与える

要因の１つとして企業レベルの顧客志向を取

り上げているが，そこでは，MKTORの内，

顧客志向の尺度のみを用いて，小売セール

ス・パーソンに自身が所属する組織の顧客志
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向の程度を訊ねている。Johnes＝Busch＝

Dacin（2003）は，セールス・マネジャーと

セールス・パーソン両方からデータをとって

セールス・マネジャーが知覚する企業の市場

志向とセールス・パーソンが知覚する企業の

市場志向の２つの変数を組み込み，それらが

売り手―買い手間の関係性に与える影響を検

討している。ここでセールス・パーソンに対

してはNarver,et al.（1990）の15アイテム

の尺度から上級管理者にしか答えられないア

イテム を除いた10アイテムを用いている。

これらの研究では，あくまで先行要因とし

て従業員の知覚する市場志向を捉えているの

で，必ずしも顧客と接している従業員を組織

の市場志向の度合いを正確に測定できる

キー・インフォマントとして捉えているわけ

ではない。これらの研究におけるモデルの中

心は個人レベルの顧客志向なのである。すな

わち従業員個人が知覚している市場志向の度

合いが高ければ，その組織が他の人々からみ

ても市場志向的な組織であるとは想定してい

ない点に注意が必要である。

従業員が評価する市場志向と業績との関係

については，従業員の評価する市場志向それ

自体を取り上げた研究が少ないために，必ず

しも明確ではない。Carr,et al.（2007）も，

組織の業績はモデルの中に組み込んでいない。

後述するように，一部の研究者では，このレ

ベルの市場志向は，個人の顧客志向を媒介し

て，間接的に業績に影響を及ぼすものである

ことが明らかにすると同時に，必ずしも業績

に直接の影響は与えていないこともまた明ら

かにしている。あるいは，Langerak＝

Hultink＝Robben（2004）の新製品開発

チームの市場志向の研究では，新製品開発

チームの知覚する市場志向 を測定し，その

レベルでの市場志向の程度は，製品優位，市

場テストにおける熟達，導入予算，導入戦略

および戦術にはポジティブな関連があること，

製品優位，市場テストにおける熟達は製品パ

フォーマンスおよび組織パフォーマンスにポ

ジティブな関連性があること，そして組織パ

フォーマンスおよび製品パフォーマンスには

直接的な関連性がないことを明らかにしてい

る。

⑶ 顧客の評価する組織の市場志向

図表１⑤の顧客に企業の市場志向の程度を

評価させた研究としては，Deshpande＝Far-

ley＝Webster（1993）の顧客志向研究が知

られている。彼らは，MKTORやMAKOR

とは異なる９項目での顧客志向の尺度を独自

に開発している。この尺度自体はその後９カ

国での市場志向の研究で活用されている

（Deshpande＝Farley, 1998）。彼らは，顧客

志向という言葉を用いているが，実際には

JaworskiたちやNarverたちの市場志向の

定義を踏襲している。たとえば，競争相手の

ことを良く知っている程度が項目の中にあり，

競争志向を排除しているわけではない 。そ

の上で，顧客志向を，「オーナー，経営者，

従業員といった他のステークホルダーより常

に顧客を上位におくという信念の体系（De-

shpande＝Farley＝Webster, 1993, pp.27）」

として定義づけている。ただし，オーナーよ

り顧客を優先するという項目は尺度の中にで

てくるけれども，従業員より顧客を優先する

といった項目は尺度の中にはでてこない。具

体的な彼らの尺度は付録の通りである。

さらに，彼らは，１データ単位につき，企

業側から２名，その顧客企業から２名の計４

名を対象に調査を行っている。彼らの研究は，

マルチパースペクティブであると同時に，シ

ングル・インフォマントによる回答に伴うバ

イアスを回避するためにマルチ・インフォマ

ントによるデータ収集をおこなっているとい

える。

彼らは企業と顧客と両方で，この尺度を通

じて調査を行ったが，顧客への調査は主語を

書き換えただけで同じ項目で尋ねている。彼
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らの成果は，その後の市場志向の程度を顧客

に評価させる他の論者のモデルの中でも活用

されている。また彼らの研究の中で，企業の

自らの顧客志向評価とその企業の顧客の企業

の顧客志向評価を比較し，それらが，関連性

があるのか，どちらが事業パフォーマンスに

強い影響があるのかを探索している。その結

果については次節で再び述べることにしたい。

その後も，彼らの結果をフォローする研究

がいくつか出ている。代表的なものは，

Steinman＝Deshpande＝Farley（2000），

Webb＝Webster＝Krepapa（2000），Kre-

papa＝Berthon＝Webb＝Pitt,（2003），な

どである。

Krepapa,et al.（2003）は，多くの文献は

市場志向をマネジメントの知覚する現象と定

義し，考察し，測定しているけれども，強固

な顧客視点を含むのであるから，企業はその

顧客から市場志向だと知覚してもらえるとき

のみ，自らが市場志向であると言うことがで

きるのだと主張する。また，顧客の視点を加

え，自社の自己申告とのギャップを理解する

ことのメリットを，人的資源管理における

multi source feedbackアプローチあるいは

360度評価と呼ばれている概念から説明して

いる。これらは，自己の目標や成果，スキル

を，自己申告だけでなく上司や顧客など自ら

を取りまいている多様な人々からの評価を受

けることを意味しているが，彼らは，組織の

市場志向の程度も同じように他者評価を組み

込むことが重要であることを指摘する。その

上で，彼らは多様な源泉からの評価を通じて

顧客と組織との間の市場志向に対する認識の

違いを理解し，それを，測定することには３

つのメリットがあると指摘する。第１に，組

織が顧客の知覚を学習する重要で有益な機会

がもたらされる。第２に，適切なフィード

バックによって，顧客のほうもサービス供給

者の知覚を学習し，現実的な期待を抱くこと

ができる。そして，３番目に特定の現象や構

成概念に対して信頼のある評価ができる。

このような実証的，理論的な研究から，顧

客に市場志向評価をさせることのメリットは

少なくないことが指摘できるけれども，組織

内部のマネジャーとは異なるバイアスがかか

ることが考えられることに注意が必要であろ

う。顧客が部門間調整のような組織内部の事

情に精通しているとは多くの場合考えにくい

し，また顧客は直接接触している担当セール

ス・パーソンの印象という少数事例から当該

組織の評価をしてしまうかもしれない。

これに対して，Harris（2002）は，従来

の市場志向研究が暗に仮定している，市場志

向のどの次元についても上級管理者がもっと

も正確に判断出来るということは誤りであり，

市場志向の次元ごとに，その事情に精通し，

信頼出来る地位にいるインフォマントは異な

るということを，43人の管理者との探索的

なインタビュー調査から引き出していた。そ

の上で，Narver, et al.（1990）の市場志向

の３つの行動要素について，顧客志向につい

ては顧客（２名），競争相手志向については

競争相手（２名），そして部門間調整につい

ては，当該組織内部における複数の職能部門

のマネジャーがふさわしいと考えた。すなわ

ち，Deshpande,et al.（1993）と同様に，マ

ルチ・パースペクティブかつマルチ・イン

フォマントによるデータ収集をおこなってい

る。それぞれを回答者とした上で，（行動で

はなく）事業哲学としての生産志向・販売志

向・市場志向との関係，および利益，成長，

全体のパフォーマンスの業績尺度との関係を

相関分析した結果，前者についてはいずれも

事業哲学としての市場志向に相関が0.001％

で有意で，業績との間に0.001％で有意な関

係を見いだしている。無論，市場志向尺度の

信頼性および妥当性の検証も行われている。

なおWebb,et al.（2000），Krepara,et al.

（2003）では，Narver,et al.（1990）の市場

志向尺度を用いている。Webbらは，Nar-
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ver, et al.（1990）の尺度を15から11に圧

縮し，調査対象として選定した銀行の企業間

取引に合うように表現をアレンジした上で使

用している。そして，Narver,et al.（1990）

の尺度が，顧客をサンプルとしてとった場合

にも，市場志向という構成概念の尺度として

妥当性，信頼性があることを確認している。

Webb, et al.（2000）では，顧客志向と競争

志向は情報獲得活動を代表する１次元尺度で

あること，部門間調整は価値創造における経

営行動に相当する独立した尺度であることを

検証した。そしてさらに，市場志向の３要素

はそれぞれ独自の構成概念で，各尺度には，

弁別妥当性と収斂妥当性の基準に適っている

ことを確認している。

Krepara,et al.（2003）では，探索的因子

分析を通じて，尺度の構成概念妥当性を検証

し，さらに，クロンバックのアルファを通じ

て尺度の信頼性も確認した。一方，Webb,

et al.（2000）では，顧客が定義する市場志

向が，顧客が知覚するサービス品質や顧客の

満足との間に有意な関係があることを明らか

にした。顧客の定義する市場志向は，顧客反

応的な業績でも説明力がある。ただ彼らは，

当該組織の成員が知覚している自社の市場志

向との比較までは行っていない。

顧客評価の市場志向のもう一つの問題とし

て，この場合の顧客の範囲が限定されること

を指摘しておきたい。具体的には，当該組織

と直接取引関係にある顧客である場合がほと

んどであり，そのため，産業財や小売業を含

むサービス財企業が調査対象になったり，消

費財製造業の場合は，流通業者などのチャネ

ル・パートナーが回答して い た り す る

（Jones＝Busch＝Dacin, 2003）。明らかに，

消費財メーカーの最終消費者のように，直接

的な接点の少ない顧客に，その組織の顧客志

向の度合いについて判断をさせるのは無理で

あろう。

組織外部という場合，必ずしも顧客の視点

のみが重要であるとはいえず，川下の流通業

者あるいは川上の仕入れ業者も含めたサプラ

イヤーの視点を組み込んだ研究もある。

たとえば，Singuaw＝Simpson＝Baker

（1998）は，２者間市場志向として，チャネ

ル・パートナーの評価を組み込んでいる。彼

らが２者間市場志向（Dyadic Market Ori-

entation）と呼ぶのは，流通業者のサプライ

ヤーの市場志向に対する知覚と流通業者の市

場志向に対するサプライヤーの知覚の両方を

組み込んだものである。Singuaw＝Simp-

son＝Baker（1998）では，まず２者間市場

志向が高くなると２者間関係における信頼の

レベルを高めることになる。さらに信頼の高

さは２者間関係における協調が促進され，さ

らに協調の促進は２者間関係におけるコミッ

トが高くなる。さらにコミットメントの高さ

は業績の向上を引き出し，業績の向上が２者

間市場志向をさらに高めていくという好循環

を形成するという。２者間市場志向はコミッ

トメントや協調に直接影響を与えるのではな

く，あくまで前述した信頼→協調が媒介して

コミットメントの高さが実現されることにな

る。ただその一方で，彼らの研究では，２者

間市場志向は業績を直接高めるという仮説も

支持している。

ま た，Baker＝Simpso n＝S i n g u a w

（1999）では，再販業者の市場志向に対する

サプライヤーの知覚を取り上げている。彼ら

は，再販業者の市場志向の程度に対するサプ

ライヤーの知覚は，サプライヤーと再販業者

との長期的なチャネル関係の構築を示す要因

にポジティブな影響を与えることになること

を明らかにした。より具体的には，サプライ

ヤーの再販業者の市場志向に関する知覚の高

さは再販業者への信頼，コミットメント，協

調的な規範（互いの目標と個々の目標を一緒

に達成しようとう信念），満足を高めること

になる。さらに，再販業者が市場志向だと知

覚しているサプライヤーは再販業者に対して
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多くの専門性と慈愛を提供する。

⑷ 顧客が評価するセールス・パーソン（接

客担当者）の顧客志向

図表１の右下⑥は，顧客が評価する個人レ

ベルの顧客志向で，前述した SOCOスケー

ルによって，セールス・パーソンの顧客が

セールス・パーソンの顧客志向の程度を評価

させるものである。Michaels＝Day（1985）

は，1985年の時点ですでに，Saxe＝Weitz

（1982）と同様にセールス・パーソンに自身

の行動の顧客志向の程度を測定させると同時

に，SOCOスケールを言葉の表現の仕方を

修正したのみでほぼオリジナルに忠実なもの

を顧客に回答させることを試みた。その結果，

SOCOスケールは顧客をサンプルにした場

合でも，セールス・パーソンをサンプルにし

た場合とほぼ同様に測定尺度として妥当性を

有するものであることを明らかにした。

Brown＝Widing＝Coulter（1991）は，小売

販売員の顧客志向の程度をやはりその顧客に

評価させることを試みており，Michaels＝

Day（1985）の研究と同様の結果を引き出し

ている。このように既存の研究では，顧客評

価はかなり浸透しており，それは顧客反応的

な成果変数に対する有力な説明変数として捉

えられている。

William＝Attray（1996）は，組織文化が

関係性の進展に与える影響を媒介する変数と

して，顧客が評価するセールスマンの顧客志

向を取り上げている。そこでは組織文化は，

関係性の発展に直接の影響を与えず，支援的

な組織文化の結果，顧客志向的な行動をセー

ルス・パーソンがおこない，それを顧客が評

価することで，関係性の進化に繫がっている

としている。セールス・パーソン自身が評価

する個人の顧客志向同様に，顧客が評価する

セールス・パーソンの顧客志向は，関係性の

強化にプラスの影響を与えることを示してい

る。

Brady＝Cronin（2001）は，顧客評価向け

に表現を若干アレンジした SOCOスケール

を用いて，649人の消費者の回答から，顧客

評価による従業員の顧客志向の度合いが，従

業員のサービス・パフォーマンス，物財の品

質，サービス品質の３つの要因に直接的に与

える影響，さらにその３つの要因を媒介して

組織の質，顧客満足，価値帰属，行動に間接

的に与える影響を検討したが，その仮説はほ

ぼ全て支持されている。

Goff＝Boles＝B e l l i n g e r＝S t o j a c k

（1997）は，自動車営業のセールス・パーソ

ンの顧客志向度合いに対する顧客の評価を

SOCOスケールで測定した。そして，顧客

自身の評価するセールス・パーソンの顧客志

向度合いが，セールスマン，ディーラー，製

品に対する満足度に与える影響を分析した。

それによって，担当セールスマンが顧客志向

の営業活動をしてくれたと知覚している顧客

ほど，セールス・パーソンに対する満足度が

高く，さらには製品に対する満足度が高いこ

とを実証している。彼らの研究は，個人レベ

ルの顧客志向が，そのセールス・パーソンの

個人の成果だけではなく，製品や組織の成果

にもプラスの影響を与えることを示している

という点でも注目すべきであろう。

しかし，Goff,et al.（1997）のモデルは，

精緻化見込みモデル（Petty＝Cassioppo,

1986）をベースにしている点に注目したい。

すなわちセールス・パーソンの顧客志向度合

いは，精緻化見込みモデルで述べるところの

周辺的情報であり，顧客はセールス・パーソ

ンの顧客志向的な接客を周辺的情報として処

理した上で，製品にたいする態度（満足，不

満足）を形成すると考えるのである。この精

緻化見込みモデルでは中心的なルートでの情

報処理と周辺的なルートでの情報処理を想定

し，たとえば，関与が低く，また関与が高く

ても情報を精緻化できるだけの能力がない場

合，周辺的な処理をするとされる。したがっ
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て，低関与の消費者であれば，顧客志向的接

客によって，そのセールス・パーソンに高い

評価を下すかもしれないけれども，高関与な

消費者にとっては，顧客志向的な接客は必ず

しも重要なことではないかもしれない。

顧客志向的な接客とは，顧客にとっては，

その企業なり，その企業の製品あるいはブラ

ンドを評価する際の数あるさまざまな要因の

中の１つにすぎないのかもしれない。あるい

は接客態度がなっていないセールス・パーソ

ンは論外，対応の遅い会社とは取引できない

などといったようにカットオフの基準になっ

ていることも考えられる。

個人レベルの顧客志向だけでなく，組織レ

ベルの市場志向の顧客評価の研究についても，

顧客の企業に対する評価を問題にしている以

上，消費者行動論の知見を組み込み，組織あ

るいは個人の市場志向度合が高いということ

が消費者の中でどのように処理されているの

か，といったことを検討してみることも有力

なアプローチになるだろう。

なお最近の研究では，従業員からのデータ

と顧客からのデータの両方を収集したしたも

のも多い。Stock＝Hoyer（2005）は，前述

したように，セールス・パーソンの顧客志向

を顧客志向的な態度と顧客志向的な行動の２

つに分けているが，このうち，前者について

はセールス・パーソンの自己申告を，後者に

ついてはセールス・パーソンの自己申告とそ

のセールス・パーソンの顧客からの評価の両

方を収集している。

４．顧客接点の従業員および顧客の視

点を取り入れた市場志向研究と従

来の市場志向研究との関係

市場志向の業績への影響を考えた場合，こ

こで検討しようとしている顧客接点での視点

を組み込んだ市場志向の研究である図表１の

③から⑥の各象限における評価や行動と，従

来の市場志向の研究である図表１の①である

上級管理者が評価する組織の市場志向の度合

いといった視角が何らかのかたちで関連しな

がら，最終的に業績に影響を与えていること

が考えられる。市場志向と業績との関係に関

するモデルを豊かにするには，この複数の視

角を組み込んだモデルの構築が必要になって

くるだろうが，図表１の各象限は，どのよう

な関係にあり，それが，どのように業績に結

びついていくと考えれば良いのだろうか。以

下では，これらの関係性を捉えた既存研究を

整理していきたい（図表３を参照）。

⑴ 組織の市場志向と個人の顧客志向との関

係

MARKORやMKTORで測定されるよう

な組織の市場志向の程度と従業員個人の顧客

志向との関係について取り上げる。

既存の研究では，組織の市場志向の程度と

個人の顧客志向の程度との間については，組

織の市場志向度合いが高いほど，個人の顧客

志向の度合いも高いことを主張する研究が多

い。その根拠としては，次のようなことが主

張される。

顧客志向の企業では，全ての従業員が，自

らの意思決定が顧客の利益に与える影響を考

慮する。たとえば，もし中間管理者レベルの

マネジャーが，トップ・マネジメントが顧客

図表3 各象限間の関係

評価者 組織内部 組織外部

（顧 客，流

通業者，サ

プ ラ イ

ヤー・・）

上級管理者

層

顧客と接し

ている従業

員

分析レベル

組 織（事

業単位）

レベル

① ④ ⑤

個人レベ

ル

③ ⑥
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志向を採用していると確信していたら，彼は

全ての従業員が顧客志向であることの重要性

をより強調しようとするだろう。顧客にとっ

て最も利益になることに対する関心を促し，

維持することへの企業のコミットメントは，

セールス・パーソンが顧客を扱う方法に反映

される。高レベルの顧客志向によって顧客へ

の関心が組織内に浸透すると，顧客に接して

いる従業員は，顧客ベネフィットの点から彼

らの行為の優先順位をつけようとする

（Boles,et al.2001,p.4）。

あるいは，SOCOスケールを開発した

Saxe＝Weitz（1982）自身が主張するよう

にセールス・パーソンの顧客志向は環境要因

によって影響を受ける学習行動という側面が

あるという点から考えることもできる。組織

内外のさまざまな環境条件がセールスマンの

顧客志向的な行動を促したり，あるいは妨げ

たりするのである。そこで組織全体の市場志

向の実践としてセールス・パーソンは顧客志

向を採用するようになるというふうに主張さ

れる。あるいは市場志向を組織文化として捉

えるのであれば，その文化が個々の従業員の

態度や行動に当然影響を与えることになる。

このようなことから組織の市場志向の強さが

セールス・パーソンの顧客志向を強めること

になると考えるのである。

しかし，この場合の市場志向とは，上級管

理者が評価している企業の市場志向だけでな

く，図表３④に該当する従業員自身が評価し

ている組織の市場志向とその従業員個人の顧

客志向（図表３③）との関係を述べている場

合が多い。すなわち従業員が自らの組織を市

場志向だと知覚しているほど，その従業員は

顧客志向的な販売行動を行っているというこ

とを主張していることが多いのである。まず

はこの後者に関わる研究をみていくことにし

よう。

① 従業員の評価する組織の市場志向と従業

員個人の顧客志向

Singuaw＝Brown＝Widing（1994）では，

産業財のセールス・パーソンを対象に，従業

の知覚する企業の市場志向が，セールス・

パーソンの顧客志向の程度，役割曖昧性の解

消，役割コンフリクトの解消，職務満足やコ

ミットメントにプラスの影響を与えているこ

とを明らかにすると同時に，企業の市場志向

と個人の顧客志向との関係について，次のよ

うに述べている。

「企業はセールス・パーソンの志向に強い

影響があるが，セールス・パーソンは企業の

志向からかけはなれてしまうこともある。た

とえば，セールス・パーソンの境界結合的な

役割は，なぜ産業財セールスマンが，企業が

市場志向的である以上に顧客志向的なのかを

説明する。セールス・パーソンのロイヤル

ティは組織のポリシーやプログラムが彼／彼

女の顧客のニーズや需要と不和であるときに

分断される。さらに産業財セールス・パーソ

ンは深い監視なく働いていることが多いし，

物理的にも心理的にもオフィスから離れてい

ることが多い。この本社からの隔離と顧客へ

の親密な傾倒はセールス・パーソンを雇用主

より顧客にロイヤルにせしめることになる。

ゆえにセールス・パーソンは企業が望んでい

る以上に高度に顧客志向になるのである。た

とえば，顧客および長期的な顧客関係の維持

に一番の関心を向け，短期的な販売を犠牲に

することがある…一方で，逆の場合もある。

セールス・パーソンが企業の市場志向よりも

低レベルの顧客志向しか持ちえていない場合

もある。たとえば，監視からの隔離および監

視の不足はセールス・パーソンが企業の希望

や長期的な利害に反するにもかかわらず短期

的なセールスを追求することで機会主義的な

行動に従事することを促すことになる（pp.

108-109）」

その上で，彼らは企業の市場志向とセール
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ス・パーソンの顧客志向とのギャップの大小

を問題にした。このギャップが小さくなると，

役割コンフリクト，役割曖昧性が低まり，職

務満足，セールスマンの組織へのコミットメ

ントが高まること，ギャップが大きくなると，

役割コンフリクト，役割曖昧性が高まり，職

務満足，セールス・パーソンの組織へのコ

ミットメントが低まるといった仮説の検証を

行った。

ところが，彼らの研究では，前述したセー

ルス・パーソンの知覚する企業の市場志向と

自身の顧客志向との関係があまりにも強かっ

たために，そもそも企業の市場志向とセール

スマンの顧客志向との間のギャップ自体が十

分に確認できなかったことで，ギャップの大

小とこれら要因との間の関係を十分に確認す

ることができないという結果になった。企業

の市場志向とのギャップが役割コンフリクト

にはわずかに影響しているけれども，役割の

あいまいさ，職務満足，組織コミットメント

とは無関係で，仮説は支持されなかった。彼

らは，ギャップと職務態度との間に関係が見

られないという発見は企業の市場志向がセー

ルス・パーソンの顧客志向に与える圧倒的な

影響によるものであろうとしている（p.

112）。

Bole,et al.（2001）は，小売販売員の顧客

志向に影響を与える要因として小売労働環境

を取り上げ，その中で集権化の程度，組織の

個人からの支援に対する従業員の知覚と同時

に，前述したようにMKTORのうちの顧客

志向のみを企業レベルの顧客志向として取り

上げ，セールス・パーソンが知覚している企

業レベルの顧客志向が彼ら自身の顧客志向的

な販売行動とポジティブな関係があり，販売

志向的な販売行動とネガティブな関係がある

ことを，それぞれ0.001％の有意水準で実証

している。さらに，彼らは，Singuaw,et al.

（1994）の研究では，外勤のセールス・パー

ソンを対象にしていたが，内勤のセールス・

パーソンはより親密な監督を受けやすいので，

企業の顧客志向が，外勤のセールス・パーソ

ンと比較して，個人に浸透しやすいと予測し

た。逆に顧客志向の程度が低いと，最前線で

顧客と接している従業員の間で顧客志向的な

行動は起こりにくいことになる。その予測通

り，産業財のような組織間の取引の市場より

も，この関係が強く出ることになった。さら

に，MKTORの市場志向尺度を全て用いた

ときよりも，顧客志向のアイテムのみ用いた

方がより強く出ることになったという結果も

この研究から引き出された。

Cross, et al.（2007）もまた，顧客志向と

競争志向というNarver, et al.（1990）が主

張する市場志向の２つの要素をセールス・

パーソンに自社について評価させたうえで，

それらとセールス・パーソンの顧客志向の程

度がいずれも正の相関があることを実証的に

明らかにしている。

また Celuch＝Kasouf＝Strieter（2000）

の研究では，従業員が組織の市場志向を知覚

していると，Jaworski, et al.（1990）らの

市場志向定義である従業員が情報を獲得し，

組織内で情報を共有し，その情報に反応する

ことに対する自己効力感が高まること，さら

には，自己効力感が高まると市場志向的な行

動を行うことのベネフィットの知覚が高まる

ことを明らかにしている。つまり，従業員の

知覚する組織の市場志向は，従業員に対して，

SOCOのような販売行動だけでなく，図表

２の下部の象限である個人レベルの市場志向

的な行動を促すことが示されている。

最後に，セールス・パーソン個人をキー・

インフォマントとした市場志向のモデルを提

示した Carr, et al.（2007）は，MKTORの

顧客志向に関する要因およびMARKORの

情報反応に関する要因と個人レベルの顧客志

向（SOCOで測定）との関係を検討し，顧

客志向も情報反応もいずれもそれらが高くな

ると，個人レベルの顧客志向も高まることを
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実証している。

これらの研究のうちいくつかは，組織の市

場志向と個人の顧客志向の関連性を明らかに

しようというだけでなく，さらに業績との関

係を示し，個人の顧客志向を組織の市場志向

と業績とを媒介するものとして捉えている。

前述したように従業員が知覚する組織の市場

志向と業績との間をみていくとそこには必ず

しも直接的な関係は確認できず，個人レベル

の顧客志向をはじめとした媒介変数の存在が

ある。

Bole,et al.（2001）は，SOCOを企業レベ

ルの顧客志向と小売セールス・パーソンの成

果との繫がりの媒介要因として位置づけたそ

の論拠して，セールス・パーソンは顧客に

とっての差異をつくりだすように企業の政策

を実行することに責任を有していることをあ

げている。たとえば，企業が消費者志向的な

意思決定を実行したいと思ったら，それを遂

行出来るかは，顧客と接している従業員にか

かっている。企業レベルの政策はセールス活

動と行動に影響を与え，それがパフォーマン

スと直接繫がるのである。実際，彼らの実証

分析では，小売環境でセールス・パーソンの

成果に直接影響しているのは集権化の程度だ

けで，従業員の知覚する企業の市場志向は直

接の繫がりはなく，あくまで市場志向は個人

の行動に影響を与えることで間接的に業績に

影響を与えることが明らかにされている。

Cross, et al.（2007）の研究においてもま

た，従業員が知覚する組織の市場志向は，

Narver, et al.（1990）の顧客志向，競争志

向いずれも，直接的にはセールス・パーソン

のパフォーマンスに影響をおよぼなさないこ

と，そして組織の市場志向はセールス・パー

ソンの顧客志向に影響を与え，そのセール

ス・パーソンの顧客志向がセールス・パーソ

ンのパフォーマンスに直接の影響を与えてい

ることを明らかにしている。すなわち組織の

市場志向は，セールス・パーソンの顧客志向

に影響を与えることで，セールス・パーソン

の業績に影響するのである。彼らは「顧客志

向を考察する理論的パースペクティブを組織

レベルの測定と個人レベルの測定で束ねるこ

とで市場志向の効果が完全に描かれることに

なる。セールス・パーソンの影響を無視した

市場志向の考察は主要な予測者を省略してい

ることになる，組織は，価値創造に関して，

顧客とコミュニケーションすること，コミッ

トメントを構築すること，顧客のニーズを理

解し，満足させることに相当な努力をはらっ

ているので，これら目的はカギとなる境界結

合者であるセールス・パーソンを含めずには

達成困難である（p.830）」と結論づけている。

多くの過去の研究では，従業員自身が評価

した組織レベルの市場志向に関しては，個人

レベルの顧客志向との間には強い繫がりがあ

り，さらに個人の顧客志向が個人レベルでの

業績との関係を媒介する位置にあるといえそ

うであるが，もちろん，これらとは異なる結

果をしめしている研究もないわけではない。

後述する Jones＝Busch＝Dasin（2003）の

研究では，セールス・パーソンの市場志向の

知覚はセールス・パーソン自身の顧客志向に

ポジティブな影響を与えるという仮説につい

ては棄却されている。

② 上級管理者が評価する組織の市場志向と

従業員の個人の顧客志向

本稿の目的からより問題にしたいのは，上

級管理者レベルが評価する組織の市場志向と

従業員の個人の顧客志向との関係（図表３の

①と③との関係）である。ここではまず，上

級管理者レベルの評価する組織レベルの市場

志向が高まった場合，従業員にどのような影

響を与えているのかをみておこう。

Jaworski, et al.（1993）の研究では，市

場志向の成果（業績）変数の１つとして，従

業員の団結心と組織コミットメントを挙げ，

市場志向が強くなると，従業員の団結心と組
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織コミットメントが強くなるという仮説を立

て，その仮説を支持する結果をだしている。

そこで彼らは「市場志向は，市場のニーズと

期待に熱心に応え，さらにそれを乗り越えよ

うとする大きな組織集団に所属しているとい

う感情を促進させると同時に，従業員と組織

との結びつきを育てていると思われる（p.

64）」と結論づけて い る。ま た Rukert

（1992）は，市場志向の高さが職務満足，組

織に対するコミットメント，トップ・マネジ

メントのリーダーシップへの信頼を導いてい

ることを実証している。

しかし，これには異論もある。Piercy＝

Harris＝Lane（2001）は，R u k e r tや

Jaworskiらの先行研究を「この研究のサン

プル単位は，組織階層の下位レベルの従業員

ではなくて，マネジャーやエグゼクティブで

ある。彼らの研究は厳密にいえば，マネ

ジャーの職務態度や信念と市場志向とのリン

ケージを明らかにしているのである（p.263

-264）」と批判している。すなわち，ここで

も，市場志向研究ではその多くが事業レベル

マネジャーなどの上級管理者から訊ねたもの

である点に注意が必要になる。Jaworski, et
 

al.（1993）の研究でも，従業員の態度に関

する質問は上級管理者に訊ねたものであり，

直接，従業員に訊ねたものではない。すなわ

ち上級管理者からみた従業員の満足等の程度

を測定しているにすぎないのである。

これに対して，Piercy,et al.（2001）の英

国の小売業を対象にしたケーススタディでは，

Jaworskiたちや Rukertが提起した市場志

向と職務態度とのリンクは確認されなかった。

販売フロアのモチベーション，チームスピ

リット，コミットメントは組織の市場志向と

は関連性がない。この発見は，市場志向は必

ずしも従業員の職務態度にポジティブな影響

を与えるわけではないということを示した。

さらに，彼らは同じく英国の小売業を対象に，

市場志向に対するマネジャーの知覚と，販売

フロアの従業員が抱いている職務態度と信念

というふうに別個にデータを収集した上で，

定量的な実証研究もおこなっているが，ここ

でも，コミットメントに0.5パーセントでの

有意がみられるが，それ以外のものについて

は関連性が発見されなかったという。

これに先立ち発表されていたHarris

（1998），Harris（2000）は，２つの小売業

のケーススタディをもとに，店頭レベルで起

こりうる市場志向の障害要因として，以下の

７つをあげている。

･市場志向的な戦略やプランに対する従業員

の無関心。

･道具主義的な価値観。市場志向的な行動に

対する見返りを求める結果として，見返り

が少ないと市場志向的な行動へのモチベー

ションが生じない。

･パワーの限定。市場志向を高めるための改

善点をみつけだしても，それを実現できる

パワーの知覚の欠如。たとえば，提案箱の

ような，アイデアを確実に伝えるフォーマ

ルなあるいはインフォーマルな手段があっ

ても，それを積極的に利用しない。

･雇用契約期間の短さ等による短期志向。そ

の結果として，市場志向的な戦略への無関

心と市場志向的な文化の育成が阻害される。

･分業主義。自らの職務を狭く定義し，自ら

の職務領域を，警戒心をもって守ろうとす

る傾向。その結果，部門間調整や市場情報

の伝搬といった市場志向の要素が十分に機

能しなくなり，また従業員の顧客ニーズを

把握する能力を阻害する。

･従業員の市場志向に対する無知。マネ

ジャーや経営者は通常市場志向の理論や実

践に熟達していても，従業員は市場志向の

性質とインプリケーションを理解していな

い。また顧客視点，顧客志向，市場志向と

いった異なる用語の使用が従業員を混乱さ

せる。

･マネジメントサポートの弱さ。上記の６つ
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の事柄を引き起こす要因として貧弱な店舗

マネジメントやコミュニケーション不足

Jaworskiたちは，コミットメントと団結

心は，市場志向の成果であることを明らかに

しているが，Harrisの研究の発見は低レベ

ルのモチベーション，満足，コミットメント

が市場志向の開発を阻害していることを示し

ている。

Piercy,et al.（2002）の研究に戻ると，そ

の一方で，彼等は，市場志向の程度が高い

（より正確には自社は市場志向であるとマネ

ジャーが知覚している程度が強い）と従業員

（販売フロアの従業員）のサービス品質およ

び顧客視点を求めようとする信念が高いこと，

そして市場志向の程度が高いほど，従業員の

戦略的な計画および長期志向を求めようとす

る信念が高いことを実証している。彼らの研

究では，市場志向であるとマネジャーが知覚

している組織は，職務態度の面では必ずしも

Jaworskiらの通りとならないが，顧客志向

的な行動はとっていることが実証されている。

しかし，この後者の結果は，個人の顧客志

向的な行動がより重要視されるといえるサー

ビス・マーケティングや従業員の顧客志向を

重要視するインターナル・マーケティングで

検討，主張されてきたことと矛盾する。これ

らの領域では，従業員満足が高くない状況で

は，顧客の知覚するサービス品質や顧客の満

足度は高まらないことが言われてきたからで

ある。すなわちマネジャーレベルでは市場志

向であると考えていても，従業員の職務に対

する不満やモチベーションの低さは，時間が

経つにつれて，顧客志向的な行動を低下させ，

顧客の満足，知覚品質，信頼などにネガティ

ブな影響を与えることが考えられるのである。

Pettijohn＝Pettijohn＝Tayler（2002）

は，セールス・パーソンのスキル，トレーニ

ング，組織コミットメント，職務満足と，顧

客志向との関係性の重要性に焦点をあてた。

彼らは，職務満足と組織コミットメントのレ

ベルが高いと，セールス・パーソンは，顧客

に高い満足を提供するのに必要な努力をます

ますするようになると考え，顧客志向的な

セールス活動は，職務満足とコミットしてい

るセールスマンの成長の所産であると捉えて

いる。セールス・パーソンの職務満足は，顧

客満足に必要な長期的なベネフィットのため

に短期的な売上成長を犠牲にしようという心

理的傾向を一層導くことになるという。彼ら

の25の小売ビジネスの109のセールス・

パーソンを対象にした調査では，前述した組

織コミットメントと職務満足をはじめとする

職務態度に関わる項目と顧客志向との間に相

関があることを示している。

一方，Kilic＝Dursan（2008）では，職務

満足と顧客志向との間に有意な関係はみられ

なかった。彼らの研究では，組織コミットメ

ントと顧客志向との有意な関係，役割曖昧性

と顧客志向との関係，また顧客志向が関係性

開発，業績に有意な関係があることは実証さ

れた。顧客志向は顧客関係性を促進し，業績

を高めることになるが，職務満足，役割コン

フリクトは顧客志向とは直接関係がみられな

かった。

従業員の職務態度と従業員の顧客志向との

関係についてその実証結果は組織コミットメ

ントの高さとの関係が比較的強いようである

が，その他職務満足等の要因については，結

果は一致していない 。しかし，従業員の職

務態度に関係なく顧客志向の傾向がみられる

ことを示唆したHoffman＝Ingram（1991）

の研究においても，次のような指摘をしてい

る点は注目に値する。

彼らの研究では，従業員満足と顧客志向と

の関係については相関がみられたものの，そ

の他の役割曖昧性や役割コンフリクトの顧客

志向へのトータル効果はごくわずかだった。

サービス供給者は役割曖昧性を経験していて

も，それによってサービス供給者がクライア

ントのニーズの満足に反する行動をとらせる
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ことには直接的にはつながっていなかった。

彼らは，これはヘルスケア産業をサンプルに

したことが大きいとしている。ここでは適切

なケアを提供しない事はサービス供給者の倫

理観と対立することになるからである。だか

ら，役割曖昧性とか職務満足の低さといった

ネガティブな要因があったとしても，サービ

ス供給者が適切なサービス・デリバリーが重

要であると確信していれば，これら要因は顧

客志向のレベルにそれほど大きな影響を与え

ないのである。これは役割コンフリクトにつ

いても同様である。

このような傾向は，程度の差があれど，多

くの業種で存在するだろう。すなわち，従業

員が顧客志向的行動をとっていても，彼らは

職務に対して負担を感じているようなケース

がみられるということである。このことは今

日のように，雇用を取り巻く環境の厳しさと

その一方での製品市場での激しい競争とに直

面している我が国において，非常に重要な問

題を投げかけるだろう。

少なくとも，従業員満足なき顧客志向と従

業員満足を伴った顧客志向とでは，顧客反応

の点で差があることが考えられる。従業員満

足の程度はある種のモデレータ変数として捉

えるべきかもしれない。

もちろん，これらとは異なる研究もある。

Castro＝Armario＝Sanchez（2005）は，企

業のマネジメント，企業の従業員，そして顧

客の３者からデータを取得した。組織の市場

志向の程度については多くの研究同様に企業

のマネジメント，組織へのコミットメント，

組織市民行動については従業員，そして顧客

満足について顧客からそれぞれデータをとり，

市場志向と組織コミットメント，組織市民行

動といった従業員の行動との関係，そして市

場志向と顧客満足との関係を明らかにしてい

る。この実証研究では，企業のマネジメント

が知覚する市場志向が従業員の組織コミット

メント，組織市民行動を高めることを示して

いる。

⑵ 上級管理者が評価する組織の市場志向と

従業員が評価する組織の市場志向との関

係

上級管理者レベルが評価する市場志向と従

業員が評価する市場志向との関係あるいは両

者の対比に関わる研究（図表３の①と④との

関係）は現在のところほとんどなされていな

い。唯一確認できるのが Jones＝Busch＝

Dacin（2003）の研究である。彼女らの実証

研究では，セールス・マネジャーが知覚する

企業の市場志向とセールス・パーソンが知覚

する企業の市場志向という２つの変数を組み

込み，セールス・マネジャーとセールス・

パーソン両方からデータをとっている。彼女

らのモデルの中では，さまざまな関係が仮説

として提示されているが，その中の仮説のう

ち，セールス・マネジャーの企業の市場志向

の知覚はセールス・パーソンの企業の市場志

向の知覚にポジティブな影響を与えるという

仮説は棄却されている。すなわち，セール

ス・マネジャーとセールス・パーソンの市場

志向に対する評価は必ずしも一致しない可能

性があることを示したのである。

彼女らは，その結果に加えて，セールス・

パーソンの組織コミットメントはセールス・

パーソンの顧客志向にポジティブな影響を与

えているという仮説は支持されているという

ことを受け，「このことは，セールス・パー

ソンは企業の行動とセールス・マネジャーの

行動を分けて知覚していることを示している。

セールス・パーソンにとって，セールス・マ

ネジャーは企業の一部とその戦略意図を代表

しているけれども，企業と組織のマネジャー

は独立しており，両者ともセールス・パーソ

ンの知覚に影響を与えるけれども，それは異

なる結果を生み出すのである（pp.334-335）」

としている。そして，この成果を企業の市場

志向がセールス・パーソンの知覚に与える影
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響の限界を示したものと総括している。

ただし，彼女らの示したセールス・マネ

ジャーとはむしろ営業・販売の立場に近い境

界結合者的な立場にいる人々ともいえる。そ

れを従来の市場志向研究でキー・インフォマ

ントとして選定された上級管理者と同一して

よいのかどうかは疑問の残るところである。

現在のところ，従来の市場志向研究でキー・

インフォマントとして選定されたレベルの上

級管理者が知覚する市場志向の程度とより顧

客と接している従業員が知覚している市場志

向の程度との関係を取り上げた研究は見当た

らないのが現状である。

⑶ 上級管理者の評価する組織の市場志向と

顧客（組織外部）が評価する組織の市場

志向との関係

市場志向の研究における顧客の取り扱いは，

やはり業績の尺度としてロイヤルティの程度

や顧客関係性を示す変数を組み込んだ研究が

報告されている。それによって，組織が市場

志向であることが顧客にとってもメリットが

あることを示してきたのである。これら顧客

反応的な変数は，市場成果，マーケティン

グ・パフォーマンス（Homburg＝Pflesser.

2000）といった呼ばれ方をされている。市場

志向度合いの高い組織ほど，顧客の満足度が

高かったり，顧客のロイヤルティの程度が高

かったり，組織に対する顧客の信頼やコミッ

トメントの程度が高かったりすることがこれ

まで示されてきた。しかし，ここでもまた顧

客の傾向を評価するのは上級管理者の主観的

判断であって，必ずしも顧客から直接聞いた

わけではないことが多い。

上級管理者など組織内部の者が評価する市

場志向と顧客が評価する市場志向との関係

（図表３の①と⑤との関係）については，両

者の間に相関関係や因果関係があることを検

証するだけでなく，両者の間のギャップの大

小に注目し，その業績への影響を検証してい

く研究がみられる。

Deshpande,et al.（1993）は，企業の自ら

の顧客志向評価とその企業の顧客の企業の顧

客志向評価を比較し，それらが，関連性があ

るのか，どちらが事業成果に強い影響がある

のかを探索している。そして，顧客志向に対

するマーケターの知覚と顧客の知覚は必ずし

も一致しないこと，そして，事業パフォーマ

ンスの説明力としては，顧客による評価の方

が企業自身による評価よりも重要であること

を実証した。さらに彼らの研究では，企業の

自己申告とのパフォーマンスとの間にも弱い

相関しかなかったことを示し，市場志向と業

績との関係は，市場志向を顧客に評価させた

方が，説明力があることを示したのである。

さらに Steinman,et al.（2000）の研究でも，

顧客の知覚する市場志向とサプライヤーが知

覚する自己の市場志向との間にはギャップが

あることが確認された。彼らは市場志向を，

規範的な市場志向と実際の市場志向の２つに

分類しているが，ｔ検定を行った結果，サン

プル全体で実際の市場志向で0.1パーセント

で，規範的な市場志向では0.01パーセント

で有意な結果となっている。さらに彼らの研

究では日本企業と米国企業の両方からデータ

をとっているが，日本企業のみのサンプルで

はギャップは十分に確認出来ず，米国企業の

方が，このギャップが大きいことが明らかに

なった。そして，サプライヤーは実際の市場

志向，規範的な市場志向ともに，顧客よりも

自分を高く評価しているということであった。

このギャップの大小に影響を与えている要

因としては何があるだろう。Steinman, et
 

al.（2000）では，社会アイデンティティー

理論に依拠しながら，取引における関係性の

長さと重要性を挙げている。関係性が深化し，

その期間および重要性が増してくると，我々

と彼ら（us and them）というふうに相手を

別個の存在にカテゴライズする関係から，

我々（we）というふうに一体化した関係に
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なってくる。ここでWeは，サプライヤー

の市場志向の程度について相対的に高度な一

致の程度を意味している。サプライヤーが顧

客の内集団になった時に，サプライヤーの市

場志向の知覚は収斂する。us対 themは，

サプライヤーの市場志向の評価と顧客の市場

志向の評価との間の相当な違いによって示さ

れる。

そして彼らは，関係性が長くなり，一体化

した関係になってくると，あるいは関係性が

重要であると実際の市場志向のギャップと規

範的な市場志向のギャップ両方とも少なくな

ると考え，これを仮説検証し，仮説は支持さ

れた。

顧客に市場志向を評価させた研究では，こ

のように企業の成員が自己申告で評価する市

場志向との間にはギャップがあることを前提

にして，このギャップに影響を与える要因や

ギャップによって引き起こされる要因を明ら

かにしている。Krepara,et al.（2003）は，

Narver,et al.（1990）の尺度をベースにし，

「市場志向の３領域（顧客志向，競争志向，

部門間連携）についての，顧客と（製品・

サービスの）提供者とのギャップが顧客の満

足に重要な影響を与える」という仮説，さら

に，「顧客と提供者の市場志向の知覚の

ギャップは，組織の市場志向についての顧客

の知覚が満足に与える影響以上に，満足に対

して固有の効果がある」という仮説を検証し

ている。この後者の仮説は，顧客満足研究に

おける知見がベースになっている。顧客満足

は期待と成果の不一致の程度にかかっている

ことは期待不一致モデルを通じてよく指摘さ

れているが，同じように顧客は関係性におい

て市場志向的な相互行為の程度について期待

を形成することが考えられる。そこでその期

待と実際の行為との差がギャップとしてあら

われ，顧客満足に大きな影響を与えることが

考えられるのである。

また，従業員の知覚する市場志向が，個人

レベルの顧客志向的な行動を媒介変数を経由

したうえで，さまざまな成果につながってい

くのに対して，顧客の知覚する市場志向は顧

客満足や顧客が知覚するサービス品質に直接

的な影響を与えていることが示されている。

⑷ 顧客が評価する従業員個人の顧客志向と

従業員自身の評価による顧客志向との関

係

顧客の評価とセールス・パーソンの自己申

告とのギャップの存在はいくつかの研究に

よって指摘されている。Michaels, et al.

（1985）は，顧客評価の平均値はセールス・

パーソン自身の平均値よりも低いことを明ら

かにした。すなわちセールス・パーソンの自

己評価は，上方に偏り，顧客の評価は下方に

偏りがちであることが示された。しかし，そ

うしたギャップそのもの，あるいは２つの評

価の関連性を問題にした研究は現在のところ

ほとんど見当たらない。

⑸ 上級管理者が評価する組織の市場志向と

顧客が評価する個人レベル顧客志向との

関係

この関係を明らかにした研究としては，

Langerak（2001）を挙げることが出来る。

彼は，上級管理者層の自己申告による組織

の市場志向が高ければ高いほど，顧客評価に

よるセールス・パーソンの個人の顧客志向が

高くなることを実証している。さらに，この

顧客評価のセールス・パーソンの顧客志向の

高さが，顧客の信頼の高さを導き，組織のパ

フォーマンスの高さにも結びついているとし

ている。つまり，顧客評価のセールス・パー

ソンの顧客志向の高さを上級管理者評価の組

織の市場志向と業績との間の媒介変数として

位置づけているのである。なお彼の研究では，

川上の関係にも注目しており，組織のサプラ

イヤー志向（川上市場志向)→サプライヤー

評価の個人の顧客志向→サプライヤーの信頼
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→組織の業績といった関係を実証したという

点でも注目に値する。

５．文献レビューからの洞察と市場志

向研究の方向性

以上のように，顧客および顧客と接してい

る従業員の視点を組み込んだ市場志向の研究

の現状をまとめてきた。まず，この文献レ

ビューからわかったことを整理し，その上で

今後の研究の課題，求められる研究の方向性

を示しておきたい。

⑴ 各象限での測定尺度の開発およびそれら

と業績との関係

顧客などの組織外部あるいは顧客と接して

いる従業員の視点や行動に注目した市場志向

の研究は，その範囲を広く考えれば，すでに

多くの論者が検討している。図表１における

③から⑥までの各象限ごとに市場志向および

顧客志向の評価尺度は考察されており，それ

らは信頼性，妥当性といった基準についても

複数の研究が検証し，クリアしている。すな

わち各象限ごとにある程度信頼できる尺度が

すでに開発されているといえる。実務家に

とっては，これらの尺度をもとに，自社ある

いは自社事業の市場志向の度合いについて，

複数の視点から調査を行い，そのデータを得

るだけでも，市場志向の形骸化を未然に防ぐ

ための有益な情報を手に入れることができる

ことになるであろう。

しかし，図表１の③から⑥の各象限に該当

する先行研究の数には各象限ごとに著しく偏

りがあることもまたわかった。さらに，③に

該当する個人レベルの市場志向の研究につい

ては，同じ象限の中でもさらに細分化してい

くと，そこにも相当な偏りがあることがわか

る。

また本稿の出発点は市場志向と業績との間

の関係に対する疑念にあるが，図表１の③

～⑥に該当する市場志向の概念および測定尺

度と業績との関係になると，現在のところ十

分に研究は進んでいるとは言い難い。

先行研究の多い個人レベルでの顧客志向の

程度は，③のセールス・パーソン個人の自己

申告で測定されたものにせよ，⑥の顧客評価

のものにせよ，個人の行動や信念を対象とし

たものであるため，業績としてもセールス・

パーソン個人の業績が考えられていることが

多い。そのため，個人レベルでの顧客志向の

高さは，その個人の業績を高めていることは

実証しているけれども，組織レベルでの業績，

すなわち所属しているセールス・パーソンが

顧客志向的な行動をしている度合いが高い組

織がどれほどの成果をあげているのかは不明

である。Kennedy, et  al.（2002）の Cus-

tomer Mind-setは個人レベルのデータを集

計する形で組織の業績への影響を検討するこ

とを志向しているといえるが，未だその成果

は十分に検討されていない。現在のところ，

個人レベル顧客志向の組織や事業への業績へ

の影響は顧客反応の変数をもって代替する，

つまり，個人の顧客志向の高さは，顧客への

信頼や満足度に影響をあたえるために組織全

体の業績にもプラスに働いていると考えるの

である。

従業員評価の組織の市場志向度合について

は，セールス・パーソンなどの個人レベルで

の業績に間接的に影響を与えていることが明

らかにされているのみで，彼らの評価に基づ

いた市場志向が組織の業績に直接与える影響

については十分に検討されておらず，上級管

理者が評価する市場志向度合と営業現場に近

いところにいる従業員の評価する市場志向度

合とでは，どちらが業績に対する説明力があ

るのかは不明である。従業員評価による組織

の市場志向については，それ自体が組織の業

績に大きな影響を与えるものとしてはほとん

ど認識されていないといえる。しかし，組織

が本当に市場志向であるといえるのかどうか
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については，やはり日々顧客と接している従

業員の視点は重要である。こうした従業員レ

ベルの評価を組織の業績につなげてみるのは

やはり急務の課題であると考えられる。

⑤の顧客評価の組織の市場志向，⑥の顧客

評価の個人レベル顧客志向については，財務

成果と市場成果の両面で業績との関係も検討

されてきた。しかし，⑤については，市場志

向の要素のうち，部門間調整など顧客が評価

するのは困難なものについての取扱いに注意

が必要である。⑥については，Goff, et al.

（1997）の研究からすれば，顧客志向的な接

客態度は，周辺的な情報にすぎないことが考

えられる。取引をしている組織あるいは接客

担当者が市場志向あるいは顧客志向であるこ

とが顧客にとってどのような意味があるのか

ということを考えていくと，顧客評価の方が

業績に対する説明力があると判断すべきなの

か疑念が生じる。顧客の中で，取引相手の組

織あるいは接客担当者が市場志向あるいは顧

客志向であるということがどのように処理さ

れているのかといったことも検討すべきであ

ろう。

⑵ 組織レベルでの市場志向と顧客接点レベ

ルでの市場（顧客）志向との関係につい

て

顧客接点の視角を組み込むことで市場志向

と業績との関係に関するモデルを精緻にして

いくのであれば，図表３で示した各象限間の

関係を組み込んだモデルの構築が求められる

ことになるけれども，既存研究はここでも特

定の領域への偏りがみられるようである。

従業員評価の市場志向とその従業員の顧客

志向的な行動との関係，顧客評価の市場志向

度合いと上級管理者評価の市場志向度合いと

の関係については，ある程度の一致した見解

がだされているといえるが，上級管理者評価

の市場志向と従業員評価の市場志向との関係

はレビューした限りにおいては１件しか研究

がない状況である。

また，すでに先行研究は若干あるものの，

疑念を生じさせるのが，上級管理者の評価す

る組織の市場志向と従業員の個人の顧客志向

との関係である。組織の市場志向の度合は，

従業員自身に評価させると，その従業員個人

レベルでの顧客志向度合いにプラスの影響を

与えていることは明確になってきているが，

上級管理者が評価した場合については，従業

員個人の顧客志向度合いとの関係をより慎重

に考えるべきである。Piercy,et al.（2002）

の研究やHoffman＝Ingram（1991）の研究

からは，組織全体に市場志向的な活動がおこ

なわれ，みずからも顧客志向的な行動をして

いても，職場自体には不満を有している，あ

るいは疲弊しているといった姿が見え隠れし

ているように見受けられる。この場合，そう

した従業員の不満は時間が経過するにつれて

彼らの顧客志向的な行動や結果として顧客に

提供される満足，品質，信頼などにネガティ

ブな影響をもたらす可能性がある。あるいは

顧客と接する従業員満足／不満足の度合いは，

市場志向と業績の繫がりの強弱に大きな影響

を及ぼしていることが考えられる。

またここでやはり問題になるのが，各象限

の測定尺度がある一面に偏っていることであ

る。前述したように，個人レベル顧客志向で

研究が集中しているのは顧客志向的な販売活

動の度合いを行動レベルで捉えたものである。

しかし，従業員自身が知覚する組織の市場志

向と個人の顧客志向的な行動との強い関連を

確認した Singuaw,et al.（1994）は，企業の

市場志向と個人の顧客志向との違いが職務態

度に与える影響を考察する場合，従業員が望

んでいる行動を測定する方が，従業員が実際

に行っている行動よりも適切ではないかとい

う指摘もしている。

「SOCOスケールによって測定されるセー

ルス・パーソンが実際に行っている行動は，

セールス・パーソンが望んでいる行動を指し
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示すものではないかもしれない。SOCOで

高いスコアをだしているセールス・パーソン

であっても，より高い，自身が求めているレ

ベルの実現からは制約されている可能性があ

る。この場合，相対的に顧客志向が高いセー

ルス・パーソンであっても，期待されるより

も職務態度は低いかもしれない。セールス・

パーソンは，販売志向的な命令を無視したり，

顧客志向的でない政策を回避するために顧客

と秘かに協働したりすることで，企業の指図

以上の顧客志向的なやり方で職務を遂行する

ことができる。このケースでは，SOCOが

高くても役割ストレスも高く，職務満足や組

織コミットメントが低い値がでる可能性が考

えられる（p.112）」

つまり SOCOと異なるアプローチで個人

の市場志向度合いを検討していくと，異なる

結果が出てくる可能性が考えられるのである。

つまり，市場志向および顧客志向のデータ収

集の仕方や測定尺度の修正などを通じて，市

場志向は高いけれども顧客と接している従業

員の顧客志向あるいは彼らの組織の市場志向

評価は必ずしも高くないといったギャップが

引き出されてくる可能性がある。この場合，

Singuaw,et al.（1994）の指摘からすれば，

SOCOのような実際の行動ではなく，その

背景にある態度（Stock＝Hoyer, 2005）で

顧客志向度合いを測定した方が，ギャップが

出てくる可能性があるのかもしれない。しか

し，すでに検討してきたように，この態度に

注目した研究はまだ僅かである。

⑶ 回答者のタイプと数に関する問題

前述したように，調査回答者の偏りに関し

ては，２つの問題に分けることができる。こ

れまでの研究を整理すると，図表４のように

なるだろう。いうまでもなく，従来の市場志

向の研究は，左上の象限に集中している。一

方従業員や顧客に対して評価させたもの，あ

るいは同じタイプで複数の回答者を用いてい

る研究も，数は少ないが存在している。

Deshpande, et al.（1993），Steinman, et
 

al.（2000）のように，マーケタ―評価の市

場志向と顧客評価の市場志向とを比較し，業

図表4 市場志向研究における調査回答者の質と数

市場志向の評価者
のタイプ

組織内部 組織外部

（顧客，サプライヤー，

流通御者・・・）上級管理者 顧客と接している従業員データ収集
のアプローチ

キーイン

フォマン

ト・アプ

ローチ

シ ン グ

ル・イン

フォマン

ト

Narver＝Slater（1990）

他多くの市場志向研究。業績

への影響強いが，それを否定

する研究も多い

Carr＝Lopetze（2007）

個人レベルの顧客志向を促す

ことで個人の成果に間接的に

影響

Webb＝Webster＝Kre
 

papa.（2000）

B a k e r＝S i m p s o n＝

Siguaw.（1999）他

業績への影響強い

-

マルチ・

インフォ

マント

Rukert（1992）

Jaworski＝Kohli（1993）

判断的尺度でとった事業成果

との関係は確認

Harris（2002）

Deshpande＝Farley＝Web
 

ster（1993）

H a r t l i n e＝M a x h a m＝

Mckee（2000）

事業成果との関係は不明

Deshpande＝Farley＝

Webster（1993）

事業成果への影響は内

部の評価より強い

Harris（2002）

-

母集団に対して代表

性のあるサンプルな

どそのほかのアプ

ローチ

Kennedy＝Lassak＝Gools
 

by（2002）の CMS

事業成果との関係は不明

-
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績に対する説明力の違いを識別しているもの

もある。個人レベルでの顧客志向の測定にお

いても顧客評価はかなり定着していることを

考えると確かに業績の説明という点，特に顧

客反応的な業績への説明という点で，多様な

源泉から市場志向の度合いを評価することは，

意味はありそうである。また彼らやHarris

（2002）は，シングル・インフォマントでは

なく複数のインフォマントに評価させること

も試みている。

しかし，このような多様なパースペクティ

ブと複数のインフォマントから市場志向を評

価させていくことの必要性を指摘した研究は，

2000年代前半に発表されたものが多い。今

回の文献レビューの結果の範囲内においては，

今日（2009年）の時点で類似の問題意識に

基づいた研究が進展しているとは言い難く，

やはり市場志向の研究は，シングル・イン

フォマントで単一のパースペクティブからの

研究が大半である。さらなる研究蓄積が必要

になるだろう。

⑷ 今後の研究の方向性

以上のような未開拓な領域が検討されるこ

とで，より顧客接点レベルの市場志向の研究

が促進されていくといえるだろう。その蓄積

の上で，このような顧客接点レベルでの市場

志向研究は，どのような方向が考えられるで

あろうか。

１つは，従来の市場志向研究の焦点であっ

た組織の市場志向度合いと組織の業績とを媒

介する変数，あるいはモデレータ変数として，

個人レベルの顧客志向や個人レベルの職務態

度を位置づけ，さらに組織レベルで複数の源

泉からデータをとった包括的なモデルを構築

し，それを検証することである 。

この点を，これまでの文献レビューをベー

スにして考えていくと，図表５のような枠組

みが示される。セールス・パーソンなど顧客

と接している従業員からのデータ収集（従業

員評価）を前提にしている構成概念は，従業

員個人のものと，複数の従業員評価を集計し

て捉えたものとの２つのケースが含まれてい

図表5 顧客接点の視点を組み込んだ市場志向研究の概念枠組み
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る。組織レベルでの業績に影響を与えるのは

後者の方であり，前者は個人レベルの行動や

個人レベルでの業績の説明変数として考えら

れる。しかし，すでに述べたように，前者に

ついては多くの研究がされているが，後者に

ついては発展途上であるといえる。

業績については，市場志向の概念（Nar-

ver, et  al. 1990）および先行実証研究

（Hombrug,et al.2000）に倣い，財務成果と

市場成果の２つのレベルで考えるべきだろう。

ここで市場成果とは，顧客満足，信頼，コ

ミットメントなどの顧客の良好な反応を意味

している。市場志向は財務的な業績と直接関

係しているというよりは，顧客のポジティブ

な反応を媒介して，業績に間接的な影響を与

えていると考える方が当てはまりがよい

（Kirca,et al.2005）。

業績（市場成果）との直接の関係が考えら

れそうなのは，従来の市場志向研究の多くを

占めている上級管理者レベルが知覚する市場

志向と顧客が知覚する市場志向である。しか

し，それらが業績に影響を与える場合にはい

くつかの条件がある。前者についてその１つ

として考えられるのが，従業員の職務態度の

程度である。たとえば，顧客と接している従

業員の職務満足が低下している状況下では，

上級管理者がわが社は市場志向であると知覚

していても，業績および従業員の顧客志向的

な行動が低下し，業績が低下している可能性

が考えられる。

一方，後者の顧客知覚の市場志向について

も，先行研究では業績との間に強い関係が示

唆されているけれども，その関係の強さはい

くつかの条件によって左右されよう。たとえ

ば，直接の取引関係にある顧客の方が，より

正確な評価ができるために，より業績に対す

る説明力があるものと考えられる。また顧客

の購買に対する関与の高低によっても左右さ

れよう。取引相手である組織の市場志向の度

合いは，ある種の周辺的な情報として考えら

れる（Goff, et al. 1997）ことから，顧客の

関与が低い方が顧客が知覚する市場志向の度

合いは顧客のポジティブな反応に強い影響を

与えている可能性がある。図表では記載され

ていないけれども，顧客評価による従業員個

人の顧客志向の程度が顧客反応に与える影響

についても同じことが考えられる。

従業員が知覚する市場志向の高さは，従業

員レベルの顧客志向を高めることを通じて，

個人および組織の業績に影響を与えることに

なるだろう。従業員レベルの顧客志向に影響

を与える要因として注目すべきものが上級管

理者評価の市場志向であるけれども，従業員

自身が知覚している組織の市場志向に比較す

ると，強い関係は想定しにくい。

そしてもう１つが，各評価の間にはギャッ

プが存在するケースが少なからず存在するも

のとして考え，そのギャップを識別し，

ギャップが与える影響を考慮することである。

部分的（図表１および３における①と⑤との

関係，①と④との関係）にはすでに認識され

ているような，各評価間にギャップが生じて

いる可能性，あるいは企業間でそのギャップ

の大小には差があることといった可能性が推

測できるとするならば，この方向での研究は，

市場志向の研究を非常に豊かなものにさせる

可能性を持つことになる。

仮に図表１の各象限の評価間にギャップが

あるとすれば，図表６および図表７のような

類型を識別することができるであろう。図表

６では，横軸は，従来の市場志向研究のアプ

ローチである上級管理者層に対してMAR-

KORやMKTORなどで測定していく組織

の市場志向度合いの高低を，縦軸は，顧客と

接している従業員に対して SOCOスケール

や CMSなどで測定される当該組織の顧客と

接している従業員の顧客志向的な行動や信念

の度合いを示している。縦軸は顧客評価でも

良いかもしれない。SOCO研究では，顧客

によるセールス・パーソン評価をさせた研究
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が今日非常に目立っている。一方，横軸につ

いては，従業員評価の市場志向と個人の顧客

志向との間は先行研究からすればさほど

ギャップの存在は仮定できないことから，上

級管理者評価の市場志向との対比で十分だろ

う。そして図表６の②や③に該当する組織レ

ベルの市場志向と個人レベルの顧客志向に

ギャップのある企業の存在を明らかにし，そ

れらと左上の①の象限に該当する両方が高い

企業との業績の差を検討したり，さらに，組

織全体とセールス・パーソンとの間にギャッ

プが生じている原因を明らかにしたりしてい

くのである。予測では，業績は①の企業が他

の企業よりも優れていること，とりわけ業績

の尺度が顧客自身に評価させる成果変数の場

合であればその差が財務的な尺度よりも大き

く出ることが考えられる。

さらに，ギャップの程度に影響を与える要

因としては，本稿で検討した限りではHar-

ris（1998）のケーススタディでの市場志向

の阻害要因の類型が１つの参考になってくる

だろう。あるいは個人レベルの顧客志向の先

行要因と組織レベルの市場志向の先行要因と

の比較から考えることができる。両者の先行

要因は共通点もあるが，互いに独自の要因も

少なくない。たとえば，Hartline＝Max-

ham ＝Mckee（2000）では，顧客志向の

戦略を高品質サービスにつなげるのは顧客と

接触している従業員であるとして，顧客志向

の戦略が顧客と接触している従業員にどのよ

うに浸透していくのかについての経路（cor-

ridor）を提示しているが，経路における要

因として，マネジャー主導のコントロールと

して行動ベースの従業員評価，従業員主導の

コントロールとして職務集団の社会化を提示

している。たとえば，組織レベルでの市場志

向の程度は高くても，従業員評価が行動ベー

スではなく，成果ベースであったりすると，

従業員は営業数字の達成のプレッシャーから

SOCOスケールなどが想定するような顧客

志向的な販売の仕方をしなくなっていく可能

性が考えられる。

従業員の個人特性（Ohara＝Boles＝John-

son, 1991）も重要である。たとえば，顧客

志向的な販売は Saxe, et al.（1982）も述べ

るように，相当なスキルを必要とする。松尾

（2006）は，人がプロフェッショナルとして

熟達していくには最低でも10年程度を必要

図表7 組織内部評価の市場志向と外部評価の市場
志向とのギャップの大小による類型

外部の視点

内部の視点

顧客など組

織外部から

の評価 高

い

顧客など組

織外部から

の評価 低

い

上級管理

者の評価

高い

顧客と接

している

従業員の

評価

高い

① ②

上級管理

者の評価

低い

③ ④

上級管理

者の評価

高い

顧客と接

している

従業員の

評価

低い

⑤ ⑥

上級管理

者の評価

低い

⑦ ⑧

図表6 組織レベル市場志向と個人レベル市場志向
とのギャップの大小による類型

組織レベル

個人レベル

組織レベルの市

場志向（上級管

理者の評価）

高い

組織レベルの市

場志向（上級管

理者の評価）

低い

個人レベルの

顧客志向（従

業員自身ある

いは顧客の評

価）

高い

① ②

個人レベルの

顧客志向（従

業員自身ある

いは顧客の評

価）

低い

③ ④
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とするという「10年ルール」の検証を，営

業担当者を対象に検討している。経験年数が

少ないセールス・パーソンから構成される組

織は，トップ・マネジメントが市場志向の経

営を掲げていても，実際に顧客志向的な販売

の経験が少ないために，営業現場では顧客志

向が実践されておらず，顧客からの顧客志向

評価もまた必ずしも高くなっていないことが

考えられる。組織の中で市場志向を浸透させ

ていくには，教育プログラムの使用や卓越し

た顧客価値を継続的に創造するという望まし

い規範を育成するための組織変革といったア

プリオリなプログラム的アプローチと，事業

が継続的により卓越した顧客価値を創造し，

維持していくために日々の努力から学習をし，

継続的に顧客価値のスキル，資源，手続きを

開発していく経験的なマーケット・バックの

アプローチの両面が必要になってくる

（Narver＝Slater＝Tietje, 1998）。マーケッ

ト・バックのアプローチは明らかに時間のか

かるアプローチである。

一方，図表７は，横軸は，顧客（あるいは

流通業者，仕入業者）が評価する当該組織の

市場志向度合いであり，縦軸は，左が図表６

の横軸と同じ上級管理者の評価する組織の市

場志向の度合い，右が顧客と接している従業

員が評価する組織の市場志向の度合いである。

先と同様に，②～⑦のタイプの企業の存在を

明らかにし，①の企業との業績の差を明らか

にしたり，さらに，各評価の間にギャップが

生じている原因を明らかにしたりしていくの

である。

以上のように示した研究の方向性を理論だ

けでなく実証的に進めていくには実に多くの

課題が考えられる。

組織外部の人々による当該組織あるいは営

業担当者に対する評価のデータを取得するの

は容易なことではない。多くの研究では，ま

ず営業担当者にコンタクトをしたうえで，そ

の担当者に主要な取引先を提示してもらうこ

とで，顧客の当該組織に対する市場志向度合

いを評価してもらっている。しかしこのよう

に，複数の源泉からデータを収集し，それを

マッチングさせ，１組のデータユニットをつ

くろうとすると，有効な回答数の確保が非常

に難しくなってくる。

また上級管理者と従業員，上級管理者と顧

客との間にギャップが生じている原因を見出

すには，ケーススタディなどの質的な研究が

必要になってくるかもしれない。Harris

（1998）が従業員レベルでの市場志向達成の

阻害要因を見つけ出したのは英国の小売業２

社のケーススタディで，そこでは88時間に

わたる長時間インタビューが当該企業の複数

の店舗で行われた。そこでは個人のインタ

ビューと小集団に対するインタビューと両方

が行われた。従来のようなキー・インフォマ

ント法とは異なり，店頭レベルあるいはスー

パーバイザー・レベルの従業員を中心にしつ

つもあらゆる階層の従業員を関わらせている。

Gebhardt＝Carpenter＝Sherry,（2006）に

よる市場志向的な組織への変革プロセスに注

目した研究でも，組織の多数の人々にインタ

ビューを試みるような研究方法が模索されて

いる。

また個人レベルで測定された市場あるいは

顧客志向を組織レベルの成果に対する説明変

数として捉えたり，それを組織レベルの市場

志向とを比較したりするには，複数のセール

ス・パーソンから得られた評価を集計化させ

る必要がある。この際，少数の職務に精通し

た従業員を対象にすることで，その組織の従

業員の市場志向度合いを捉えるのか，それと

も当該組織において代表性のある複数の従業

員をサンプルとしていくのかといった問題が

ある。多くの研究ではマネジャーが推奨した

複数のセールス・パーソンが選ばれることに

なる。Hartline,et al.（2000）の研究では，

１つの企業につき５人の顧客と接している従

業員がゼネラル・マネジャーによって選ばれ
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た。これは精通しているインフォマントが選

択されている。Piercy,et al.（2002）では５

人の小売販売員が選ばれ，そして上級管理者

の評価する市場志向度合いの強い組織におい

て，セールス・パーソンの顧客志向的な行動

の度合いがどれほど強いかを検討している。

お わ り に

本稿では，Narver，Slaterや Jaworski，

Kohliらによって展開された市場志向研究な

らびにそれをフォローする研究では，営業や

接客といった実際に顧客が接触する場の視点

が不十分であることを基本的な問題認識とし，

問題を３つにわけたうえで，それぞれの問題

に対して既存の研究がどれほど対応している

のかを明らかにしようと試みてきた。その結

果として，先行研究では，すでに本稿が示し

た問題に対して部分的には結果を出している

ものの検討されている領域には偏りがあるこ

となど不十分な点も数多いこと，先行研究の

結果自体に疑問点が少なからず残されている

ことなどがわかってきた。そこで最後に，そ

の結果を踏まえたより顧客接点での視点を重

視した市場志向の研究を深化させていくため

の方向性を示した。

90年代以降の市場志向研究のきっかけを

再度振り返れば，それはマーケティング・コ

ンセプトの実行を推進させ，その実践的な価

値を高めることに主な目的があったとされる。

その先導役であったMSIのプロジェクト

（Deshpande,1999）は，今日の市場志向研究

の数の多さ，そしてそれがこの支援から生じ

た２つの研究にほぼ準拠したものであること

を鑑みれば，その試みはある程度の成功をみ

たといえるのかもしれない。

しかし，実証研究の数の多さは，Jawors-

kiたちやNarverたちの研究がデータの収

集，構成概念の測定尺度などの面で，比較的

追試することが容易であったことにもあるの

ではないか。Harris（2002）が指摘してい

るように，データの正確さをよりも入手しや

すさ，容易さを追求した結果という側面も否

めないのではないだろうか。本稿で主張する，

複数の視点の組み合わせたモデルの構築は，

実証分析上の困難さがつきまとい，その解決

は非常に問題であるのであるが，市場志向研

究本来の目的を見直すならば挑戦すべき課題

といえるだろう。

付 記

本稿は，首藤禎史氏（大東文化大学）と庄

司真人氏（高千穂大学）との共同研究の内容

を一部含んでおり，問題意識も部分的に共有

している。もちろん，本稿の内容の誤り等の

責は筆者（伊藤）にあります。

注

１)コンビニエンスストアやアパレルメーカーにみ

られる様な実需の変化に応じた生産販売の仕組み

を築いている組織はこうした状況に直面しやすい。

このような仕組みでは実需にあわせるという点で

市場情報の創出，伝搬，組織的反応といった市場

志向研究で定義されてきた市場志向的な活動

（Kohli＝Jaworski,1990）が行われていることが

不可欠であると同時に，それによって在庫を出さ

ずにすむことで利益率を向上させていることが多

い。そうなると在庫減らしが大きな目的になり，

販売の現場では日々在庫を恐れ発注に消極的に

なったり，在庫ができてしまうとそれを売りさば

くために販売志向な高圧的販売活動（Saxe＝

Weitz, 1982）をしてしまったりすることが考え

られる。そして，そうした従業員は，自社を市場

志向度合いが高いとは決して評価をしないであろ

う。

２)実際には，管理者といっても，上級管理者の場

合もあれば，セールス・マネジャーのような中間

管理者レベルでむしろ立場としては従業員に近い

レベルの管理者を対象にしているケースもある。

３)彼らが依拠しているのは，Peccei＝Rohenthal

（1999）によって開発された感情的顧客志向を測

定するためのスケールである。
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４)たとえば，〝トップマネジャーは競争相手の戦

略を議論している"，〝機能的統合は戦略の一部で

ある"といった項目である。

５)本稿が注目する顧客接点レベルとは必ずしも同

一ではないけれども，職能部門の従業員による組

織に対する市場志向の評価にほぼ該当するといっ

てよいだろう。

６)ただし，競争相手よりは顧客に焦点をおく方に

優先順位があることを示すアイテムは含まれてい

る。

７)その他，Ohara＝Bole＝Johnson（1991），

Kelly（1992）などを参照されたい。

８)これまでの研究において，このような多様な視

点を含めているのが，すでに何度か言及している

Jones, et al.（2003）の研究であろう。彼女らの

研究では，消費財製造業者のセールス・マネ

ジャーとセールス・パーソン，その取引先小売業

者（顧客）の３者からデータをとり，以下の仮説

の検証を行っている。

・セールス・マネジャーの顧客志向はセールス・

パーソンの顧客志向にポジティブな影響を与え

る（仮説棄却）

・セールス・マネジャーの組織コミットメントは

セールス・パーソンの顧客志向にポジティブな

影響を与える（支持）

・セールス・マネジャーの市場志向の知覚はセー

ルス・パーソンの市場志向の知覚にポジティブ

な影響を与える（仮説棄却）

・セールス・パーソンの市場志向の知覚が強いほ

ど，セールス・パーソンの組織コミットメント

が強くなる（支持）

・セールス・パーソンの市場志向の知覚が強いほ

ど，セールス・パーソンの顧客志向は強くなる

（仮説棄却）

・セールス・パーソンの市場志向の知覚が強いほ

ど，役割曖昧性は低下する（支持）

・セールス・パーソンの市場志向の知覚が強いほ

ど，役割コンフリクトは低下する（支持）

・セールス・パーソンの市場志向の知覚が強いほ

ど，職務満足は高くなる（支持）

・セールス・パーソンの顧客志向が強いほど，役

割コンフリクトは低下する（支持）

・セールス・パーソンの顧客志向が強いほど，役

割曖昧性は低下する（支持）

・セールス・パーソンの顧客志向は顧客のサービ

ス品質の知覚にポジティブな影響を与える（支

持）
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付 録

Deshpande＝Farhey＝Webster（1993）の顧客志

向の尺度

(強く一致から強く不一致までの５点尺度）

･我々は顧客サービスに関するルーティン化された

業務あるいは測定尺度を有している。

･我々の製品・サービス開発は優れた市場および顧

客情報を基本にしている。

･我々は自らの競争相手をよく知っている。

･我々は顧客がわれわれの製品・サービスをどのよ

うに評価しているのかについて敏感である。

･我々は競争相手よりも顧客に焦点をあてている。

･我々は何よりもまず製品あるいはサービスの差別

化をベースに競争している。

･顧客の利害が，企業所有者よりも上位にあるべき
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である。

･我々の製品・サービスは事業の中で最良のもので

ある。

･我々はこのビジネスが何よりも顧客に役立つため

に存在すると考えている。

Saxe＝Weitz（1982）の SOCO（Sales Orientation-

Customer Orientation）スケール

･私は顧客が自らの目標を達成することを支援しよ

うとしている。

･私は顧客を満足させることで自分の目標を達成し

ようとしている。

･良いセールス・パーソンは顧客の最良の利益とな

ることを心に留めておかなければならない。

･私は，顧客が自らのニーズについて私に議論して

もらえるようにしている。

･私は圧力よりも情報で顧客に影響を与えようとし

ている。

･私は顧客の問題にもっとも適した製品を提供して

いる。

･私は顧客に最も役に立つ製品はどのような製品な

のかを理解しようとしている。

･私は出来るだけ正確に顧客の製品に関する質問に

答えている。

･私は，顧客が問題解決をもたらしてくれるような

製品と同時に問題自体を提示してもらうようにし

ている。

･私は顧客により優れた意思決定をしてもらえるた

めなら顧客とも積極的に対立する。

･私は顧客にとってためになる製品について彼らが

正しい期待をするようにさせている。

･私は顧客ニーズが何かを理解しようとしている。

以下は逆転項目（販売志向（sales orienta-

tion）の項目）。

･私は，たとえそれが賢い購買量以上であったとし

ても，彼に買わせることができると確信している

ものは全て売ろうとする。

･私は顧客が満足する以上に，できるだけ大量に販

売しようとする。

･私は顧客に購入圧力をかけるのに利用するために

顧客の性格上の弱みを突こうとする。

･もし私がその製品が顧客にとって適切であると確

信できなくても，顧客に購入するよう圧力をかけ

る。

･私は，顧客に長期的な満足を与えられるものを

ベースとするのではなく，彼らに買わせることが

できると確信できるものをベースに，提供する製

品を決めている。

･私は，製品をできるだけよく見せるために，製品

の色を明るくみせる。

･私は顧客のニーズを発見するよりも，顧客の購入

を説得させることに多くの時間を費やしている。

･製品を顧客に説明するときは真実を誇張する必要

がある。

･私は顧客を喜ばせるために彼らの話に同意をする

ふりをする。

･私は，実際にはそうではないのに，自分の職域の

範囲を超えていると顧客に示したりする。

･私は顧客ニーズを探索する前に製品に関するセー

ルストークをはじめている。

･私は顧客をライバルとして捉えている。

Kennedy,et al（2002）の Customer Mind Set

私は，以下の信条を有している

（内部顧客のマインドセット）

１．私のワークグループは顧客満足のために他の

ワークグループと協調しなければならない。

２．従業員がもっとコミュニケーションを行えば，

企業のパフォーマンスはもっと向上する。

３．従業員はみな自らの職務がどのように全体のオ

ペレーションに結びついているのかを理解する必

要がある。

４．私の職務の受け取り手となる従業員が私の顧客

である。

５．私の職務の受け取り手になる従業員のニーズを

理解する必要がある。

６．もっとフィードバックが与えられていれば，

もっとうまく仕事ができる。

７．私の仕事の受け手になる従業員のニーズにこた

えることはよい仕事をする上で重要だ。

８．私の仕事の受け取り手になる従業員からの

フィードバックを受け取ることが重要である。

９．私の仕事の受け取り手になる従業員が私に期待

していることを理解することが重要である。

10．私の仕事のアウトプットに依存している従業員

と確実にコミュニケーションをとっている。

11．私の仕事のアウトプットから期待されることは

何かを理解するためのプロセスが存在している。

12．私の仕事の受け取り手になる従業員を満足させ

ることが重要である。

13．私は，私の仕事のアウトプットを受け取る従業

員からのフィードバックを重要視している。

14．他の従業員がもっと優れた仕事をしてもらうた

めには自分の職務内容を変える。

15．私は私の仕事の受け取り手になる人の要望を注

視している。

（外部顧客に対するマインドセット）

16．私は自社の顧客のニーズを理解している。
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17．自社の顧客に価値を提供することが重要である。

18．私は何よりも自社の顧客の満足を充足させるこ

とに関心がある。

19．自社の競争相手を理解することは職務を遂行す

る上で重要である。

20．私は自社の製品・サービスと競争相手の製品・

サービスとの違いを知っている。

21．私は自社の製品・サービスがどのように販売さ

れているのかを知っている。

22．私は自社の製品・サービスの顧客が誰であるの

かを知っている。

23．われわれは顧客を幸せにするために迅速に行動

を修正する。

24．この部署は顧客の仕様に適うように共同作業す

る。

25．もし自社の顧客のニーズを理解できるのであれ

ば，もっと職務をうまく遂行できる。

26．私の企業は顧客に貢献するために存在する。

27．自社の顧客を理解することで，私はもっと優れ

た仕事を遂行できる。

28．私が市場について理解すればするほど，企業内

で何が起きているのかを理解できる。

29．私の仕事は自社の顧客の満足に影響を与えるこ

とである。

30．自社の成功は顧客満足の能力によって決定され

る。
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